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富山県地域防災計画（原子力災害編）改定案（第１章） 新旧対照表 

旧 新 備考 

第１章 総 則 第１章 総 則  

第２節 計画の性格 第２節 計画の性格  

第１ 富山県における原子力災害対策の基本となる計画 

この計画は、富山県における原子力災害対策の基本となるもの

であり、国の防災基本計画原子力災害対策編及び  原子力規制

委員会 が定める原子力災害対策指針に基づいて作成したもの

であって、指定行政機関、指定地方行政機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関が作成する防災業務計画と抵触することがな

いように、緊密に連携を図ったうえで作成したものである。 

第１ 富山県における原子力災害対策の基本となる計画 

この計画は、富山県における原子力災害対策の基本となるもの

であり、国の防災基本計画原子力災害対策編及び国（原子力規制

委員会）が定める原子力災害対策指針に基づいて作成したもので

あって、指定行政機関、指定地方行政機関、指定公共機関及び指

定地方公共機関が作成する防災業務計画と抵触することがない

ように、緊密に連携を図ったうえで作成したものである。 

防災基本計画

のに伴う修正

(H27.7P2) 
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旧 新 備考 

第４節 計画の基礎とするべき災害の想定 第４節 計画の基礎とするべき災害の想定  

第１ 対象となる原子力事業所 

 

第２ 放射性物質又は放射線の放出形態及び被ばくの経路 

１ 原子炉施設等で想定される放射性物質の放出形態  

原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が設けられて

いるが、これらの防護壁が機能しない場合は、放射性物質が

周辺環境に放出される。その際、大気へ放出の可能性がある

第１ 対象となる原子力事業所 

 

第２ 放射性物質又は放射線の放出形態及び被ばくの経路 

１ 原子炉施設等で想定される放射性物質の放出形態  

原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が設けられて

いるが、これらの防護壁が機能しない場合は、放射性物質が

周辺環境に放出される。その際、大気へ放出の可能性がある

 

 

 

 

 

ＰＡＺ追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PAZ･UPZ 

範囲追加 
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旧 新 備考 

放射性物質としては、気体状のクリプトンやキセノン等の放

射性希ガス、揮発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊する微粒

子（以下「エアロゾル」という。）等の放射性物質がある。

これらは、気体状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以

下「プルーム」という。）となり、移動距離が長くなる場合

は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、風下方向の

広範囲に影響が及ぶ可能性がある。また、特に降雨雪がある

場合には、地表に沈着し長期間留まる可能性が高い。更に、

土壌や瓦礫 等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があ

り、それらの飛散や流出には特別な留意が必要である。  

放射性物質としては、気体状のクリプトンやキセノン等の放

射性希ガス、揮発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊する微粒

子（以下「エアロゾル」という。）等      がある。

これらは、気体状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以

下「プルーム」という。）となり、移動距離が長くなる場合

は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、風下方向の

広範囲に影響が及ぶ可能性がある。また、特に降雨雪がある

場合には、地表に沈着し長期間留まる可能性が高い。更に、

土壌やがれき等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があ

り、それらの飛散や流出には特別な留意が必要である。  

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H29.7P3) 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

第６節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 第５節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 第５節第６節 

第１ 原子力災害対策指針において示される原子力災害対策重点

区域 

原子力災害対策重点区域内において平時から実施しておくべ

き対策としては、住民等への対策の周知、住民等への迅速な情

報連絡手段の確保、緊急時モニタリングの体制整備、原子力防

災に特有の資機材等の整備、屋内退避・避難等の方法や医療機

関の場所等の周知、避難経路及び場所の明示、緊急用移動手段

の確保等が必要である。  また、当該区域内においては、施

設からの距離に応じて重点を置いた対策を講じておく必要があ

る。」 

１ 予防的防護措置を準備する区域 （ＰＡＺ：Precautionary 

Action Zone）  

第１ 原子力災害対策指針において示される原子力災害対策重点

区域 

原子力災害対策重点区域内において平時から実施しておくべ

き対策としては、住民等への対策の周知、迅速な情報連絡手段

の確保、屋内退避・避難等の方法や医療機関の場所等の周知、

避難経路及び場所の明示を行うとともに、緊急時モニタリング

の体制整備、原子力防災に特有の資機材等の整備、緊急用移動

手段の確保等が必要である。また、当該区域内においては、施

設からの距離に応じて重点を置いた対策を講じておく必要があ

る。」 

１ 予防的防護措置を準備する区域 （ＰＡＺ：Precautionary 

Action Zone）  

 

入れ替え 

(PAZ･UPZの説明を

第 4 節の次に移す

もの) 

 

指針の改正に

伴う修正

(H30.7P5) 
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旧 新 備考 

原子力災害対策指針によれば、「ＰＡＺとは、急速に進展す

る事故においても放射線被ばくに よる確定的影響等を回避する

ため       、ＥＡＬに応じて、即時避難を実施する

等、                           

放射性物質の環境への放出   前の段階から予防的に防護措

置を準備する区域のことを指す。         ＰＡＺの

具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準において、Ｐ 

ＡＺの最大半径を原子力施設から３～５ｋｍ の間で設定するこ 

と（５ｋｍを推奨）とされていること等を踏まえ、「原子力施

設から概ね  ５ｋ ｍ」を目安とする。なお、この目安につい

ては、地方公共団体の行政区画、地形条件、気象条 件、主とし

て参照する事故の規模等を踏まえ、迅速で実効的な防護措置を

講ずることができる よう検討した上で、継続的に改善していく

必要がある。」とされている。 

２ 緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective 

Action Planning Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＵＰＺとは、確率的影響の

リスクを最小限に抑えるため、ＥＡＬ、ＯＩＬに基づき、緊急

時防護措置を準備する区域である。          ＵＰ

Ｚの具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準において、

ＵＰＺの最大半径は原子力施設から５～30ｋｍの間で設定され

ていること等を踏まえ、「原子力施設から概ね     30ｋ

ｍ」を目安とする。なお、この目安に ついては、行政区画、地 

原子力災害対策指針によれば、「ＰＡＺとは、急速に進展す 

る事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し

又は最小化するため、ＥＡＬに応じて、即時避難を実施する 

等、通常の運転及び停止中の放射性物質の放出量とは異なる水準

で放射性物質が    放出される前の段階から予防的に防護 

措置を準備する区域である  。発電用原子炉施設に係るＰＡＺ

の具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準において、Ｐ 

ＡＺの最大半径を原子力施設から３～５ｋｍの間で設定するこ 

と（５ｋｍを推奨）とされていること等を踏まえ、「原子力施設

からおおむね半径５ｋｍ」を目安とする。なお、この目安につい

ては、                       主とし

て参照する事故の規模等を踏まえ、迅速で実効的な防護措置を 

講ずることができるよう検討した上で、継続的に改善していく必

要がある。」とされている。 

２ 緊急 防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective 

Action Planning Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＵＰＺとは、確率的影響の

リスクを低減するため   、ＥＡＬ、ＯＩＬに基づき、緊急  

防護措置を準備する区域である。発電用原子炉施設に係るＵＰ

Ｚの具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準において、

ＵＰＺの最大半径は原子力施設から５～３０ｋｍの間で設定さ

れていること等を踏まえ、「原子力施設からおおむね半径 30ｋ

ｍ」を目安とする。なお、この目安については、        

 

指針の改正に

伴う修正 

 

(H30.7P5) 

(H29.3 原 P6) 

 (H29.7P29) 

本 P52 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

 (H30.7P5) 

(H29.3 原 P7) 

(H29.7P29) 

(本 P52) 
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旧 新 備考 

形条件、気象条件、主として参照すべき事故の規模を踏ま

え、迅速で 実効的な防護措置を講ずることができるよう検討し

た上で、継続的に改善していく必要がある。」とされている。 

第２ 本県における原子力防災対策を重点的に充実すべき区域

（県総合政策局、氷見市） 

原子力災害対策指針を踏まえ、本県において、緊急時防護措

置を準備する区域（ＵＰＺ）は、発電所から概ね  半径３０

ｋｍの圏内とする。この対象区域には、氷見市の一部が含まれ

るが、行政区画、地形条件等を考慮のうえ、具体的な範囲を定

める。 

         主として参照する事故の規模等を踏まえ、

迅速で実効的な防護措置を講ずることができるよう検討した上

で、継続的に改善していく必要がある。」とされている。 

第２ 本県における原子力防災対策を重点的に充実すべき区域

（県総合政策局、氷見市） 

原子力災害対策指針を踏まえ、本県において、緊急 防護措

置を準備する区域（ＵＰＺ）は、発電所からおおむね半径３０

ｋｍの圏内とする。この対象区域には、氷見市の一部が含まれ

るが、行政区画、地形条件等を考慮のうえ、具体的な範囲を定

める。 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H30.6 P37) 

第５節 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 第６節 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 第５節第６節 

第１ 緊急事態の段階 

２ 初期対応段階 

情報が限られた中でも、放射線被ばくによる確定的影響を回

避するとともに、確率的影響のリスクを最小限に抑えるため、 

                     迅速な防護措置

等の対応を行う。 

第２ 緊急事態初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、放射性物質の放

出開始前から必要に応じた防護措置を講じなければならない。

このため、国際原子力機関（International Atomic Energy 

Agency。以下「ＩＡＥＡ」という。）等が定める防護措置の枠

組みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応段階におい

第１ 緊急事態の段階 

２ 初期対応段階 

情報が限られた中でも、放射線被ばくによる確定的影響を回

避するとともに、重篤な確定的影響を回避し又は最小化するた

め、及び確率的影響のリスクを低減するため、迅速な防護措置

等の対応を行う。 

第２ 緊急事態初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、放射性物質の放

出開始前から必要に応じた防護措置を講じなければならない。

このため、国際原子力機関（International Atomic Energy 

Agency。以下「ＩＡＥＡ」という。）等が定める防護措置の枠

組みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応段階におい

入れ替え 

(PAZ･UPZの説明を

第 4 節の次に移す

もの) 

指針の改正に

伴う修正

(H30.7 P5) 
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旧 新 備考 

て、発電所の状況に応じて緊急事態の区分を決定し予防的防護

措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急時防護

措置を迅速に実行できるような意思決定の枠組みを構築する。 

１ 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（Emergency Action 

Level。以下「ＥＡＬ」という。）  

（１）基本的な考え方 

ア 警戒事態 

この段階では、北陸電力は、警戒事態に該当する事象の

発生及び発電所の状況について 直ちに国に通報しなければ

ならない。                       

           国は、北陸電力の情報を基に警戒

事態の発生の確認を行い、遅滞なく県、志賀原発立地県で

ある石川県等の地方公共団体及び公衆等に対する情報提供

を行わなければならない。国、石川県、志賀町等は発電所

の近傍のＰＡＺ（第６ 節第１、１で述べるＰＡＺをいう。

以下同じ。）内において、実施により比較的時間を要する

防護措置の準備に着手しなければならない。  

イ 施設敷地緊急事態 

この段階では、北陸電力は、施設敷地緊急事態に該当す

る事象の発生及び施設の状況に ついて直ちに国、県、立地

県である石川県、氷見市等に通報しなければならない。  

                           

                           

て、発電所の状況に応じて緊急事態の区分を決定し予防的防護

措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急 防護

措置を迅速に実行できるような意思決定の枠組みを構築する。 

１ 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（Emergency Action 

Level。以下「ＥＡＬ」という。）  

（１）基本的な考え方 

ア 警戒事態 

この段階では、北陸電力は、警戒事態に該当する事象の

発生及び発電所の状況について 直ちに国に連絡しなければ

ならない。また、北陸電力は、これらの経過について、連

絡しなければならない。国は、北陸電力の情報を基に警戒

事態の発生の確認 を行い、遅滞なく県、志賀原発立地県で

ある石川県等の地方公共団体及び公衆等に対する情報提供

を行わなければならない。国、石川県、志賀町等は発電所

の近傍のＰＡＺ（第６ 節第１、１で述べるＰＡＺをいう。

以下同じ。）内において、実施により比較的時間を要する

防護措置の準備に着手しなければならない。  

イ 施設敷地緊急事態 

この段階では、北陸電力は、施設敷地緊急事態に該当す

る事象の発生及び施設の状況に ついて直ちに国、県、立地

県である石川県、氷見市等に通報しなければならない。ま

た、北陸電力は、原子力災害の発生又は拡大の防止のため

に必要な応急措置を行い、その措置の概要について、報告 

 

指針の改正に

伴う修正 

 (H29.3 原 

P7) 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H29.7 P6) 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 
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旧 新 備考 

          国は、 施設敷地緊急事態の発生の確

認を行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の地方公共団体

及び公衆に対する情報提供を行わなければならない。国、

県、石川県、氷見市等は、緊急時 モニタリングの実施等に

より事態の進展を把握するため情報収集の強化を行うとと

もに、立地県である石川県が中心となって、主にＰＡＺ内

において、基本的にすべての住民等を 対象とした避難等の

予防的防護措置を準備し、また、施設敷地緊急事態要避難

者を対象とした避難を実施しなければならない。  

ウ 全面緊急事態 

全面緊急事態は、発電所において公衆に放射線による影

響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、確定的影響

を回避し、確率的影響のリスクを低減する観点から    

          迅速な防護措置を実施する必要があ

る段階である。 

この段階では、北陸電力は、全面緊急事態に該当する事

象の発生及び発電所の状況について直ちに国、県、立地県

である石川県、氷見市等に通報しなければならない。  

                           

                           

          国は、全面緊急事態の発生の確認を

行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の地方公共団体及び

公衆 に対する情報提供を行わなければならない。国、石川

県等は、ＰＡＺ内において、基本的にすべての住民等を対

しなければならない。国は、 施設敷地緊急事態の発生の確

認を行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の地方公共団体

及び公衆に対する情報提供を行わなければならない。国、

県、石川県、氷見市等は、緊急時 モニタリングの実施等に

より事態の進展を把握するため情報収集の強化を行うとと

もに、立地県である石川県が中心となって、主にＰＡＺ内

において、基本的に全て の住民等を 対象とした避難等の

予防的防護措置を準備し、また、施設敷地緊急事態要避難

者を対象とした避難を実施しなければならない。  

ウ 全面緊急事態 

全面緊急事態は、発電所において公衆に放射線による影

響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、重篤な確定

的影響を回避し又は最小化するため、及び確率的影響のリ

スクを低減するため、迅速な防護措置を実施する必要があ

る段階である。 

この段階では、北陸電力は、全面緊急事態に該当する事

象の発生及び発電所の状況について直ちに国、県、立地県

である石川県、氷見市等に通報しなければならない。ま

た、北陸電力は、原子力災害の発生又は拡大の防止のため

に必要な応急措置を行い、その措置の概要について、報告

しなければならない。国は、全面緊急事態の発生の確認を

行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の地方公共団体及び

公衆 に対する情報提供を行わなければならない。国、石川

県等は、ＰＡＺ内において、基本的に全て の住民等を対

指針の改正に

伴う修正

(H29.7 P6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H29.7 P7) 

 

 

 

 (H30.7 P2) 

 

 

 

 

 

(H29.7 P7) 
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旧 新 備考 

象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を講じ

なければ ならない。また、事態の規模、時間的な推移に応

じて、ＵＰＺ内（第６節第１、２で述べるＵＰＺをいう。

以下同じ。）においても、               

                ＰＡＺ内と同様、避難

等の予防的防護措置を講じる   必要がある。 

 

 

 

 

象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を講じ

なければ ならない。また、               

   ＵＰＺ内                    

      においては、屋内退避を実施するとともに、事

態の規模、時間的な推移に応じて、ＰＡＺ内と同様、避難

等の予防的防護措置を講じることも必要である。 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H29.7 P7) 

(H30.7 P3) 
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体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置

原
子
力

事
業
者

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・国へ通報 ・敷地境界の
モニタリング

- - - - - - - - -

地
方

公
共
団
体

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達

・平常時モニタ
リングの強化

【避難】
・要援護者等の避難準備（避難先、輸送手段
の確保等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築 -

・平常時モニタ
リングの強化

-

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築 - -

【避難】
・要援護者等の避難準備（避難先、輸送手段
の確保等）への協力

国

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築
・現地派遣の
準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備

【避難】
・自治体に要援護者等の避難準備（避難先、
輸送手段の確保等）を指示

・自治体への
参集要請

・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備

-

・自治体への
参集要請

・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの準備
のための調整

【避難】
・自治体に要援護者等の避難準備（避難先、
輸送手段の確保等）への協力を要請

原
子
力

事
業
者

・要員追加参
集

・国及び自治体
へ通報

・敷地境界の
モニタリング

- -

・自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタ
リングの準備
及び支援 -

地
方

公
共
団
体

・要員追加参
集
・国及び他の
自治体に
応援要請

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

・緊急時モニタ
リングの実施

【避難】
・要援護者等の避難の実施
・避難準備（避難先、輸送手段の確保等）
【安定ヨウ素剤】
・安定ヨウ素剤の服用準備（配布等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

・緊急時モニタ
リングの実施

【屋内退避】
・屋内退避準備

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

-

【避難】
・要援護者等の避難受入れ
・避難準備（避難先、輸送手段の確保等）へ
の協力

国

・要員追加参
集
・現地派遣の
実施
・現地追加派
遣の準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【避難】
・自治体に要援護者等の避難の実施を指示
・自治体に避難準備（避難先、輸送手段の
確保等）を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用準備（配布
等）を指示

-

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【屋内退避】
・自治体に屋内退避準備を指示

・自治体への
参集要請

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備
及び支援

【避難】
・自治体に要援護者等の避難受入れを要請
・自治体に避難準備（避難先、輸送手段の
確保等）への協力を要請

原
子
力

事
業
者

・要員追加参
集

・国及び自治体
へ通報

・敷地境界のモ
ニタリング

- -

・自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援 -

地
方

公
共
団
体

・要員追加参
集

・住民等への
情報伝達

・平常時モニタ
リングで設置さ
れているモニタ
リングポストに
よる測定

【避難】
・避難の実施
【安定ヨウ素剤】
・住民等への安定ヨウ素剤の服用指示

・国及び他の
自治体に応援
要請

・住民等への
情報伝達

・緊急時モニタ
リングの実施

【屋内退避】
・屋内退避の実施
【安定ヨウ素剤】
・安定ヨウ素剤の服用準備（配布等）
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・避難、一時移転、体表面除染の準備（避難・
一時移転先、輸送手段、スクリーニング場所
の確保等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達

-

【避難＿】
・避難＿の受入れ
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・避難、一時移転、体表面除染の準備（避難・
一時移転先、輸送手段、スクリーニング場所
の確保等）への協力

国

・要員追加参
集
・現地追加派
遣の実施

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【避難】
・自治体に避難の実施（移動が困難な者の
一時退避を含む）を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用を指示

・現地追加派
遣の準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【屋内退避】
・自治体に屋内退避の実施を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用準備
（配布等）を指示
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・自治体に避難、一時移転、体表面除染の
準備（避難・一時移転先、輸送手段、
スクリーニング場所の確保等）を指示

・自治体への
参集要請

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援

【避難＿】
・自治体に避難の受入れを要請
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・自治体に避難、一時移転、体表面除染の
準備（避難・一時移転先、輸送手段、
スクリーニング場所の確保等）への協力を
要請

原子力事業者、地方公共団体、国が採ることを想定される措置等

原子力災害対策指針（平成27年４月22日改正）より）

ＰＡＺ（～概ね5km） ＵＰＺ（概ね5～30km） ＵＰＺ外（概ね30km～）※防護措置や協力などが必要と判断された範囲に限る。

緊
急
事
態
区
分

警
戒
事
態

施
設
敷
地
緊
急
事
態

(

原
災
法
１
０
条
の
通
報
す
べ
き
基
準
を
採
用

。
た

だ
し

、
全
面
緊
急
事
態
に
該
当
す
る
場
合
を
除

く

。

）

全
面
緊
急
事
態

(

原
災
法
１
５
条
の
原
子
力
緊
急
事
態
宣
言
の
基
準
を
採

用

。

)

旧 表１－１ 
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体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置

原
子
力

事
業
者

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・国へ通報 ・敷地境界の
モニタリング

- - - - - - - - -

地
方

公
共
団
体

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達

・緊急時モニタ
リングの準備

【避難】
・要配慮者等の避難準備（避難先、輸送手段
の確保等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築 -

・緊急時モニタ
リングの準備

-

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築 - -

【避難】
・要配慮者等の避難準備（避難先、輸送手段
の確保等）への協力

国

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築
・現地派遣の
準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備

【避難】
・自治体に要配慮者等の避難準備（避難先、
輸送手段の確保等）を指示

・自治体への
参集要請

・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備

-

・自治体への
参集要請

・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの準備
のための調整

【避難】
・自治体に要配慮者等の避難準備（避難先、
輸送手段の確保等）への協力を要請

原
子
力

事
業
者

・要員追加参
集

・国及び自治体
へ通報

・敷地境界の
モニタリング

- -

・自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタ
リングの準備
及び支援 -

地
方

公
共
団
体

・要員追加参
集
・国及び他の
自治体に
応援要請

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

・緊急時モニタ
リングの実施

【避難】
・要配慮者等の避難の実施
・避難準備（避難先、輸送手段の確保等）
【安定ヨウ素剤】
・安定ヨウ素剤の服用準備（配布等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

・緊急時モニタ
リングの実施

【屋内退避】
・屋内退避準備

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達
・今後の情報
について住民等
への注意喚起

-

【避難】
・要配慮者等の避難受入れ
・避難準備（避難先、輸送手段の確保等）へ
の協力

国

・要員追加参
集
・現地派遣の
実施
・現地追加派
遣の準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【避難】
・自治体に要配慮者等の避難の実施を指示
・自治体に避難準備（避難先、輸送手段の
確保等）を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用準備（配布
等）を指示

-

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【屋内退避】
・自治体に屋内退避準備を指示

・自治体への
参集要請

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの準備
及び支援

【避難】
・自治体に要配慮者等の避難受入れを要請
・自治体に避難準備（避難先、輸送手段の
確保等）への協力を要請

原
子
力

事
業
者

・要員追加参
集

・国及び自治体
へ通報

・敷地境界のモ
ニタリング

- -

・自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援 -

地
方

公
共
団
体

・要員追加参
集

・住民等への
情報伝達

・緊急時モニタリ
ングの実施

【避難】
・避難の実施
【安定ヨウ素剤】
・住民等への安定ヨウ素剤の服用指示

・国及び他の
自治体に応援
要請

・住民等への
情報伝達

・緊急時モニタ
リングの実施

【屋内退避】
・屋内退避の実施
【安定ヨウ素剤】
・安定ヨウ素剤の服用準備（配布等）
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・避難、一時移転、避難退域時検査及び簡易
除染の準備（避難・一時移転先、輸送手段、
当該検査及び簡易除染の場所の確保等）

・要員参集
・情報収集・連
絡体制の構築

・住民等への
情報伝達

-

【避難等】
・避難等の受入れ
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・避難、一時移転、避難退域時検査及び簡易
除染の準備（避難・一時移転先、輸送手段、
当該検査及び簡易除染の場所の確保等）
への協力

国

・要員追加参
集
・現地追加派
遣の実施

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【避難】
・自治体に避難の実施（移動が困難な者の
一時退避を含む）を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用を指示

・現地追加派
遣の準備

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援
・緊急時モニタ
リングの指示
・モニタリング
情報の収集・
分析

【屋内退避】
・自治体に屋内退避の実施を指示
【安定ヨウ素剤】
・自治体に安定ヨウ素剤の服用準備
（配布等）を指示
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・自治体に避難、一時移転、避難退域時検査
及び簡易除染の準備（避難・一時移転先、
輸送手段、当該検査及び簡易除染の場所の
確保等）を指示

・自治体への
参集要請

・自治体への
情報提供
・報道機関等を
通じた情報提供

・モニタリング
情報の収集・
分析
・緊急時モニタ
リングの実施
及び支援

【避難等】
・自治体に避難の受入れを要請
【防護措置基準に基づく防護措置への対応】
・自治体に避難、一時移転、避難退域時検査
及び簡易除染の準備（避難・一時移転先、
輸送手段、当該検査及び簡易除染の場所の
確保等）への協力を要請

原子力災害対策指針（平成30年10月１日改正）より）

原子力事業者、地方公共団体、国が採ることを想定される措置等

ＰＡＺ（～概ね5km） ＵＰＺ（概ね5～30km） ＵＰＺ外（概ね30km～）※防護措置や協力などが必要と判断された範囲に限る。

緊
急
事
態
区
分

警
戒
事
態

施
設
敷
地
緊
急
事
態

(

原
災
法
１
０
条
の
通
報
す
べ
き
基
準
を
採
用

。
た

だ
し

、
全
面
緊
急
事
態
に
該
当
す
る
場
合
を
除

く

。

）

全
面
緊
急
事
態

(

原
災
法
１
５
条
の
原
子
力
緊
急
事
態
宣
言
の
基
準
を
採

用

。

)

新 表１－１ 
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飲食物
放射能濃度

測定

図１ 防護措置実施のフローの例

放
射
性
物
質
の
放
出
前

放
射
性
物
質
の
放
出
後

ＵＰＺ内ＰＡＺ内 ＵＰＺ外

プラントの状況
悪化に応じて
段階的に実施

数時間以内

1日以内

数日以内

避難
体表面汚染
スクリーニング

1週間以内
一時移転

避難
安定ヨウ素剤

OIL1超

飲食物
スクリーニ
ング基準超

一時移転

体表面汚染
スクリーニング

全面緊急
事態

数時間以内

※放出の通報または検知により開始

プラントの状況
悪化に応じて
段階的に実施

1月以内

OIL2超
※１

OIL2超
※１

飲食物
スクリーニ
ング基準超

屋内退避

避難
安定ヨウ素剤 屋内退避の注意喚起屋内退避

緊急時モニタリング
（汚染範囲の特定）

緊急時モニタリング
（汚染範囲の特定）

OIL6超

飲食物
摂取制限

OIL4超

除染

OIL4超

除染

緊急時モニタリ
ング

※１ ＯＩＬ２の基準値を超えた際には、併せ
て地域生産物の摂取を制限する。

旧 

原子力災害対策指針(平成 27年 4 月 22 日改正)より 
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飲食物
放射能濃度

測定

図１ 防護措置実施のフローの例

放
射
性
物
質
の
放
出
前

放
射
性
物
質
の
放
出
後

ＵＰＺ内ＰＡＺ内 ＵＰＺ外

プラントの状況
悪化に応じて
段階的に実施

数時間以内

1日以内

数日以内

避難 避難退域時検査

1週間以内
一時移転

避難
安定ヨウ素剤

OIL1超

飲食物
スクリーニ
ング基準超

一時移転

避難退域時検査

全面緊急
事態

数時間以内

※放出の通報または検知により開始

プラントの状況
悪化に応じて
段階的に実施

1月以内

OIL2超
※１

OIL2超
※１

飲食物
スクリーニ
ング基準超

屋内退避

避難
安定ヨウ素剤 屋内退避の注意喚起屋内退避

緊急時モニタリング
（汚染範囲の特定）

緊急時モニタリング
（汚染範囲の特定）

OIL6超

飲食物
摂取制限

OIL4超

簡易除染等

OIL4超

除染除染等

緊急時モニタリ
ング

※１ ＯＩＬ２の基準値を超えた際には、併せ
て地域生産物の摂取を制限する。

新 

原子力災害対策指針(平成 30年 10 月 1 日改正)より 
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旧 新 備考 

（２）具体的な基準 

（略） 

各発電用原子炉の特性及び立地地域の状況に応じたＥＡ

Ｌの設定については、                 

      原子力規制委員会が示すＥＡＬの枠組みに基

づき原子力事業者が行うこととされており、北陸電力の原

子力事業者防災業務計画を踏まえたＥＡＬは下表のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）具体的な基準 

（略） 

具体的な                   ＥＡ

Ｌの設定については、各原子力施設の特性及び立地地域の

状況に応じ、原子力規制委員会が示すＥＡＬの枠組みを踏

まえ原子力事業者が行うこととされており、北陸電力の原

子力事業者防災業務計画を踏まえたＥＡＬは下表のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正

(H29.7 P8) 
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旧 新 備考 

 

 

 
 

事業者防災業 

務計画の修正 

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分

における措置

の概要 

１．原子炉停止機能の異常のおそれ 

原子炉の運転中に原子炉緊急停止系作動回路の１チャンネルから原子炉停

止信号が発信され、その状態が一定時間継続された場合において、当該原子

炉停止信号が発信された原因を特定できない場合。 

２．原子炉冷却材の漏えい 

原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏え

いが起こり、定められた時間内に定められた措置を実施できない場合。 

３．原子炉給水機能の喪失 

原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合。 

４．原子炉除熱機能の一部喪失 

原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失

した場合において、当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失した

場合。 

５．全交流電源喪失のおそれ 

全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統のみとなった場合で当該

母線への電気の供給が１つの電源のみとなり、その状態が 15 分以上継続する

場合、又は外部電源喪失が３時間以上継続した場合。 

６．停止中の原子炉冷却機能の一部喪失 

原子炉の停止中に当該原子炉圧力容器内の水位が水位低設定値まで低下し

た場合（原子炉圧力容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

７．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ 

使用済燃料貯蔵プールの水位が一定の水位まで低下した場合。 

８．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ 

中央制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性

が生じた場合。 

９．所内外通信連絡機能の一部喪失 

原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外

との通信のための設備の一部の機能が喪失した場合。 

 

体制構築や情

報収集を行

い、住民防護

のための準備

を開始する。 

 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分

における措置

の概要 

１．原子炉停止機能の異常のおそれ ※1 

原子炉の運転中に原子炉緊急停止系作動回路の１チャンネルから原子炉停

止信号が発信され、その状態が一定時間継続された場合において、当該原子

炉停止信号が発信された原因を特定できない場合。 

２．原子炉冷却材の漏えい ※1 

原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏え

いが起こり、定められた時間内に定められた措置を実施できない場合。 

３．原子炉給水機能の喪失 ※1 

原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合。 

４．原子炉除熱機能の一部喪失 ※1 

原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失

した場合において、当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失した

場合。 

５．全交流電源喪失のおそれ ※1 

全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統のみとなった場合で当該

母線への電気の供給が１つの電源のみとなり、その状態が 15 分以上継続した

場合、又は外部電源喪失が３時間以上継続した場合。 

６．停止中の原子炉冷却機能の一部喪失 ※1 

原子炉の停止中に当該原子炉圧力容器内の水位が水位低設定値まで低下し

た場合。 

７．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ ※1 

使用済燃料貯蔵プールの水位が一定の水位まで低下した場合。 

８．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ（旧基準炉） ※２ 

使用済燃料貯蔵プールの水位を維持できない場合、又は当該貯蔵プールの

水位を一定時間以上測定できない場合。 

９．単一障壁の喪失または喪失可能性 ※１ 

  燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがある場合、

又は、燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失した場合。 

10．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ ※１ 

中央制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性

が生じた場合。 

 

体制構築や情

報収集を行

い、住民防護

のための準備

を開始する。 
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旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者防災業 

務計画の修正 

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．重要区域での火災・溢水による安全機能の一部喪失のおそれ 

重要区域において、火災又は溢水が発生し、命令第２条第２項第８号に規定

する安全上重要な構築物、系統又は機器（以下「安全機器等」という。）の機能

の一部が喪失するおそれがある場合。 

11．単一障壁の喪失または喪失可能性 

燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがある場合、又

は、燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失した場合（原子炉圧力容

器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

12．その他 

・発電所立地県である石川県において、震度６弱以上の地震が発生した場合。 

・石川県において、大津波警報が発令された場合。 

・オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が

発生した場合。 

・その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あることを認知した場合など委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必

要と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．所内外通信連絡機能の一部喪失 ※１ 

原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外

との通信のための設備の一部の機能が喪失した場合。 

11．重要区域での火災・溢水による安全機能の一部喪失のおそれ ※１ 

重要区域（命令第２条第２項第８号に規定する重要区域をいう。）において、

火災又は溢水が発生し、同号に規定する安全上重要な構築物、系統又は機器

（以下「安全機器等」という。）の機能の一部が喪失するおそれがある場合。 

12．その他 

・志賀町において、震度６弱以上の地震が発生した場合。 

・志賀町沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表された場合。 

・オンサイト統括が警戒を必要と認める当該原子力施設の重要な故障等が発

生した場合。 

・当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が

発生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等）。 ※１ 

・その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれ

があることを認知した場合など委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が

必要と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合（同基準が制定又は変更された場合で、当該施設についての同

号の基準の制定又は変更に係る使用前検査（同法第 43 条の３の 11 に規定する使用前検査をいう。）において実用

炉規則第 16 条の表第三号の下欄に掲げる検査事項が終了）した場合に適用する。 

※２：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合していない場合に適用する。 

注：「命令」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命

令をいう。 

「規制法」とは、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）をいう。 

「実用炉規則」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）をいう。 
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事業者防災業 

務計画の修正 

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分

における措置

の概要 

１．敷地境界付近の放射線量の上昇 

①モニタリングポストの１つ又は２つ以上において、５μSv/h 以上のガンマ

線の放射線量が検出された場合（ただし、落雷時の検出又は排気筒モニタ及

びエリアモニタリング設備並びにそれぞれの検出された数値に異常が認め

られない場合であって５μSv/h 以上となっている原因を直ちに原子力規制

委員会に報告する場合は除く）。 

②全てのモニタリングポストのガンマ線の放射線量が５μSv/h を下回ってい

る場合において、モニタリングポストの１つ又は２つ以上について、ガンマ

線の放射線量が１μSv/h 以上である場合は、モニタリングポストのガンマ

線の放射線量と可搬式測定器による中性子線の放射線量とを合計し、５μ

Sv/h 以上となった場合モニタリングポストの１つ又は２つ以上において５

μSv/h 以上のガンマ線の放射線量が検出された場合（ただし、落雷時の検

出又は排気塔モニタ及びエリアモニタリング設備並びにそれぞれの検出さ

れた数値に異常が見られない場合であって５μSv/h 以上となっている場合

を直ちに原子力規制委員会に報告する場合を除く）。 

２．通常放出経路での気体放射性物質の放出又は液体放射性物質の放出 

発電所に起因する放射性物質の濃度が敷地等境界付近に達した場合に５

μSv/h 以上の放射線量に相当する放射性物質（規則第５条で定められた基

準以上の放射性物質）が、排気筒、排水口その他これらに類する場所におい

て 10分間以上継続して検出された場合。 

３．火災爆発等による管理区域外での放射線の放出又は放射性物質の放出 

管理区域外の場所（排気筒、排水口その他これらに類する場所を除く。）

において、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、50μSv/h以

上の放射線量が 10分間以上継続して検出された場合、又は５μSv/h の放射

線量に相当する放射性物質（規則第６条で定められた基準以上の放射性物

質）が検出された場合。 

なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放

射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の

放射線量の水準又は放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場

合には、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみな

す。 

 

ＰＡＺ内の住

民等の避難準

備、及び早期

に実施が必要

な住民避難等

の防護措置を

行う。 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分

における措置

の概要 

１．敷地境界付近の放射線量の上昇 

①モニタリングポストの１つ又は２つ以上において、５μSv/h 以上のガンマ

線の放射線量が検出された場合（ただし、落雷時の検出又は排気筒モニタ及

びエリアモニタリング設備並びにそれぞれの検出された数値に異常が認め

られない場合であって５μSv/h 以上となっている原因を直ちに原子力規制

委員会に報告する場合は除く）。 

②全てのモニタリングポストのガンマ線の放射線量が５μSv/h を下回ってい

る場合において、モニタリングポストの１つ又は２つ以上について、ガンマ

線の放射線量が１μSv/h 以上である場合は、モニタリングポストのガンマ

線の放射線量と可搬式測定器による中性子線の放射線量とを合計し、５

μSv/h 以上となった場合。 

２．通常放出経路での気体放射性物質の放出又は液体放射性物質の放出 

発電所に起因する放射性物質の濃度が敷地等境界付近に達した場合に５

μSv/h 以上の放射線量に相当する放射性物質（規則第５条で定められた基

準以上の放射性物質）が、排気筒、排水口その他これらに類する場所におい

て 10分間以上継続して検出された場合。 

３．火災爆発等による管理区域外での放射線の放出又は放射性物質の放出 

管理区域外の場所（排気筒、排水口その他これらに類する場所を除く。）

において、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、50μSv/h 以

上の放射線量が 10 分間以上継続して検出された場合、又は５μSv/h の放

射線量に相当する放射性物質（規則第６条で定められた基準以上の放射性物

質）が検出された場合。 

なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放

射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の

放射線量の水準又は放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場

合には、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみな

す。 

 

ＰＡＺ内の住

民等の避難準

備、及び早期

に実施が必要

な住民避難等

の防護措置を

行う。 
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４．事業所外運搬での放射線又は放射性物質の放出 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から１ｍ離れた場所において、100μSv/h以上の放射線量が検出され

た場合。なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量

の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量の水準

が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出されたもの

とみなす。 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から放射性物質が漏えいした場合又は漏えいの蓋然性が高い状態で

ある場合（L型､  IP-1型を除く）。 

５．原子力緊急事態に至る可能性のある事象 

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

漏えいが発生したことその他原子炉の運転等のための施設又は事業所外運

搬に使用する容器の特性ごとに原子力緊急事態に至る可能性のある事象。 

①原子炉冷却材の漏えいによる非常用炉心冷却装置作動 

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

の漏えいが発生した場合。 

②原子炉注水機能喪失のおそれ 

原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合におい

て、全ての非常用の炉心冷却装置（当該原子炉へ高圧で注水する系に限る。）

による注水ができない場合。 

③格納容器健全性喪失のおそれ 

原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の

運転及び停止中において想定される上昇率を超えた場合（原子炉圧力容器内

に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

④残留熱除去機能の喪失 

原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪

失した場合において、当該原子炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失し

た場合。 

⑤全交流電源の 30分以上喪失（旧基準炉の場合は５分以上喪失） 

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が 30 分以上

（原子炉及びその附属施設に設ける電源設備が実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第５７条第１項及び実用

発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第 72 条第１項の基

準に適合しない場合には、５分以上）継続した場合。 

⑥直流電源の部分喪失 

非常用直流母線が１となった場合において、当該直流母線に電気を供給す

る電源が１となる状態が５分以上継続した場合 

 
４．事業所外運搬での放射線量率の上昇又は放射性物質漏えい 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から１m 離れた場所において、100μSv/h 以上の放射線量が検出され

た場合。なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量

の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量の水準

が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出されたもの

とみなす。 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から放射性物質が漏えいした場合又は漏えいの蓋然性が高い状態で

ある場合（L型、IP-1型を除く）。 

５ ．

原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による一部注水不能 ※1  

 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

の漏えいが発生した場合において、非常用炉心冷却装置及び原子炉隔離時冷

却系に係る装置並びにこれらと同等の機能を有する設備（以下「非常用炉心

冷却装置等」という。）のうち当該原子炉へ高圧又は低圧で注水するものの

いずれかによる注水が直ちにできない場合。 

６．原子炉注水機能喪失のおそれ ※１ 

 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合におい

て、非常用炉心冷却装置等のうち当該原子炉へ高圧で注水するものによる注

水が直ちにできない場合。 

７．格納容器健全性喪失のおそれ ※１ 

 原子炉格納容器内の圧力及び温度の上昇率が一定時間にわたって通常の

運転及び停止中において想定される上昇率を超えた場合。 

８．残留熱除去機能の喪失 ※１ 

 原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から熱を除去できない場合

において、残留熱除去系に係る装置及びこれと同等の機能を有する設備（以

下「残留熱除去系装置等」という。）により当該原子炉から残留熱を直ちに

除去できない場合。 

９．全交流電源の 30分以上喪失 ※１ 

 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が 30 分間以

上継続した場合。 

10．直流電源の部分喪失 ※１ 

 非常用直流母線が１となった場合において、当該直流母線に電気を供給す

る電源が１となる状態が５分間以上継続した場合。 
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⑦停止中の原子炉冷却機能の喪失 

原子炉の停止中に原子炉圧力容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原

子炉へ低圧で注水する系に限る。）が作動する水位まで低下した場合（原子

炉圧力容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

⑧使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 

使用済燃料貯蔵プールの水位を維持できない場合又は当該貯蔵プールの

水位を維持できていないおそれがある場合において、当該貯蔵プールの水位

を測定できない場合。 

⑨原子炉制御室の一部の機能喪失・警報喪失 

中央制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支障が生じた場合、又は原子

炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場合において、中央制御

室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常

を表示する警報装置の機能の一部が喪失した場合。 

⑩所内外通信連絡機能の全て喪失 

原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所

外との通信のための設備の全ての機能が喪失した場合。 

⑪火災・溢水による安全機能の一部喪失 

火災又は溢水が発生し、命令第２条第２項第８号に規定する安全機器等の

機能の一部が喪失した場合。 

⑫原子炉格納容器圧力逃し装置の使用 

原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない場合

において、炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を使

用した場合。 

⑬２つの障壁の喪失または喪失可能性 

燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失す

るおそれがあること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失する

おそれがある場合、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪

失するおそれがある場合において原子炉格納容器の障壁が喪失した場合（原

子炉圧力容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

 

 

 

11．停止中の原子炉冷却機能の喪失 ※１ 

 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子

炉へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水位まで低下した場合にお

いて、全ての非常用炉心冷却装置による注水ができない場合。 

12．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失 ※１ 

 使用済燃料貯蔵槽プールの水位を維持できない場合又は当該貯蔵プー

ルの水位を維持できていないおそれがある場合において、当該貯蔵プール

の水位を測定できない場合。 

13．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失（旧基準炉） ※２ 

 使用済燃料貯蔵プールの水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メ

ートルの水位まで低下したとき。 

14．原子炉制御室の一部の機能喪失・警報喪失 ※１ 

 中央制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支障が生じた場合、又は原

子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場合において、中央

制御室に設置する原子炉及びその附属施設（以下「原子炉施設」という。）

の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の

機能の一部が喪失した場合。 

15．所内外通信連絡機能の全て喪失 ※１ 

 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業

所外との通信のための設備の全ての機能が喪失した場合。 

16．火災・溢水による安全機能の一部喪失 ※１ 

 火災又は溢水が発生し、命令第２条第２項第８号に規定する安全上重要

な構築物、系統又は機器（以下「安全機器等」という。）の機能の一部が喪

失した場合。 

17．原子炉格納容器圧力逃し装置の使用 ※１ 

原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない場合

において、炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を

使用した場合。 

18．２つの障壁の喪失または喪失可能性 ※１ 

 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失

するおそれがある場合、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失

するおそれがある場合、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障

壁が喪失するおそれがある場合において原子炉格納容器の障壁が喪失し

た場合。 
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⑭防護措置の準備および一部実施が必要な事象発生 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそ

れがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護

措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生し

た場合。 

⑮施設内（原子炉外）臨界事故のおそれ 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）において、

核燃料物質の形状による管理、質量による管理その他の方法による管理が損

なわれる状態その他の臨界状態の発生の蓋然性が高い状態にある場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19．防護措置の準備および一部実施が必要な事象発生 

 その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすお

それがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又

は放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備え

た防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象

が発生した場合。 

20．施設内（原子炉外）臨界事故のおそれ 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）にお

いて、核燃料物質の形状による管理、質量による管理その他の方法による

管理が損なわれる状態その他の臨界状態の発生の蓋然性が高い状態にあ

る場合。 

 

※１：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合（同基準が制定又は変更された場合で、当該施設についての同

号の基準の制定又は変更に係る使用前検査（同法第 43 条の３の 11 に規定する使用前検査をいう。）において実用

炉規則第 16 条の表第三号の下欄に掲げる検査事項が終了）した場合に適用する。 

※２：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合していない場合に適用する。 

注：「規則」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則をいう。 

「命令」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命

令をいう。 

「規制法」とは、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）をいう。 

「実用炉規則」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）をいう。 
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全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区

分における

措置の概要 

１．敷地境界付近の放射線量の上昇 

モニタリングポストの１つにおいて、５μSv/h 以上のガンマ線の放射線

量が 10 分間以上継続して検出された場合、又は２つ以上において、５μ

Sv/h 以上のガンマ線の放射線量が検出された場合（ただし、落雷時の検出

又は排気筒モニタ及びエリアモニタリング設備並びにそれぞれの検出さ

れた数値に異常が認められない場合であって５μSv/h 以上となっている

原因を直ちに原子力規制委員会に報告する場合は除く）。 

２．通常放出経路での気体放射性物質の放出又は液体放射性物質の放出 

発電所に起因する放射性物質の濃度が敷地等境界付近に達した場合に

５μSv/h以上に相当する放射性物質（規則第５条で定められた基準以上の

放射性物質）が、排気筒、排水口その他これらに類する場所において 10分

間以上継続して検出された場合。 

３．火災爆発等による管理区域外での放射線の異常放出又は放射性物質の異常

放出 

管理区域外の場所（排気筒、排水口その他これらに類する場所を除く。）

において、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、５mSv/h 以

上の放射線量が 10 分間以上継続して検出された場合、又は 500μSv/h 以

上の放射線量に相当する放射性物質（規則第６条で定められた基準に 100

を乗じたもの以上の放射性物質）が検出された場合。 

なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は

放射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上

記の放射線量の水準又は放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が

高い場合には、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたも

のとみなす。 

４．事業所外運搬での放射線又は放射性物質の放出 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用

する容器から１ｍ離れた場所において、10mSv/h 以上の放射線量が検出さ

れた場合。なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射

線量の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量

の水準が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出さ

れたものとみなす。 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用

する容器から省令第４条に定められた量の放射性物質が漏えいした場合

又は漏えいの蓋然性が高い状態である場合（IP 型を除く）。 

 

ＰＡＺ内の

住民避難等

の防護措置

を行うとと

もに、ＵＰ

Ｚ及び必要

に応じてそ

れ以遠の周

辺地域にお

いて、放射

性物質放出

後の防護措

置実施に備

えた準備を

開始する。

放射性物質

放出後は、

計測される

空間放射線

量率などに

基づく防護

措置を実施

する。 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区

分における

措置の概要 

１．敷地境界付近の放射線量の上昇 

モニタリングポストの１つにおいて、５μSv/h 以上のガンマ線の放射線

量が１０分間以上継続して検出された場合、又は２つ以上において、５

μSv/h 以上のガンマ線の放射線量が検出された場合（ただし、落雷時の検

出又は排気筒モニタ及びエリアモニタリング設備並びにそれぞれの検出さ

れた数値に異常が認められない場合であって５μSv/h 以上となっている原

因を直ちに原子力規制委員会に報告する場合は除く）。 

２．通常放出経路での気体放射性物質の放出又は液体放射性物質の放出 

発電所に起因する放射性物質の濃度が敷地等境界付近に達した場合に５

μSv/h 以上の放射線量に相当する放射性物質（規則第５条で定められた基

準以上の放射性物質）が、排気筒、排水口その他これらに類する場所におい

て 10 分間以上継続して検出された場合。 

３．火災爆発等による管理区域外での放射線の異常放出又は放射性物質の異常放出  

管理区域外の場所（排気筒、排水口その他これらに類する場所を除く。）

において、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、５mSv/h 以

上の放射線量が１０分間以上継続して検出された場合、又は５００μSv/h

以上の放射線量に相当する放射性物質（規則第６条で定められた基準に１０

０を乗じたもの以上の放射性物質）が検出された場合。 

なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放

射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の

放射線量の水準又は放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場

合には、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみな

す。 

４．事業所外運搬での放射線量率の異常上昇又は放射性物質の異常漏えい 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から１m 離れた場所において、１０mSv/h 以上の放射線量が検出され

た場合。なお、火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量

の測定が困難である場合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量の水準

が検出される蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出されたもの

とみなす 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外運搬に使用す

る容器から省令第４条に定められた量の放射性物質が漏えいした場合又は

漏えいの蓋然性が高い状態である場合（IP 型を除く）。 
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５．原子力緊急事態の発生を示す事象 

原子炉の運転を通常の中性子の吸収材の挿入により停止することができ

ないことその他の原子炉運転等のための施設又は事業所外運搬に使用する

容器の特性ごとに原子力緊急事態の発生を示す事象。 

①原子炉停止の失敗または定期確認不能 

原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により原子炉を

停止することができない場合又は停止したことを確認することができない

場合。 

②原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注水不能 

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

の漏えいが発生した場合において、全ての非常用の炉心冷却装置による当

該原子炉への注水ができない場合。 

③原子炉注水機能の喪失 

原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合におい

て、全ての非常用の炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができない場

合。 

④格納容器圧力の異常上昇 

原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧

力又は最高使用温度に達した場合（原子炉圧力容器内に照射済燃料集合体

が存在しない場合を除く）。 

⑤残留熱除去機能喪失後の圧力制御機能喪失 

原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪

失した場合において、当該原子炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失

したときに、原子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失した場合。 

⑥全交流電源の１時間以上喪失（旧基準炉の場合は 30分以上喪失） 

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が１時間以

上（原子炉施設に設ける電源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則第 57 条第１項及び実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第 72 条第１項の基準に適

合しない場合には、30分以上）継続した場合。 

⑦全直流電源の５分以上喪失 

全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が５

分以上継続した場合。 

⑧炉心損傷の検出 

炉心の損傷を示す原子炉格納容器内の放射線量を検知した場合。 

 

 

 

５．原子炉停止の失敗または停止確認不能 ※１ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により原子炉を

停止することができない場合又は停止したことを確認することができない

場合。  

６．原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注水不能 ※１ 

原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材

の漏えいが発生した場合において、全ての非常用炉心冷却装置等による注

水が直ちにできない場合。 

７．原子炉注水機能の喪失 ※１ 

原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合におい

て、全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできない場合。 

８．格納容器圧力の異常上昇 

原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧

力又は最高使用温度に達した場合。 

９．残留熱除去機能喪失後の圧力制御機能喪失 ※１ 

原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から熱を除去できない場合

において、残留熱除去系装置等によって当該原子炉から残留熱を直ちに除

去できないときに、原子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失した場合。 

10．全交流電源の１時間以上喪失 ※１ 

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が１時間以

上継続した場合。 

11．全直流電源の５分以上喪失 ※１ 

全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が５

分間以上継続した場合。 

12．炉心損傷の検出 ※１ 

炉心の損傷を示す原子炉格納容器内の放射線量を検知した場合。 
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⑨停止中の原子炉冷却機能の完全喪失 

原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子

炉へ低圧で注水する系に限る。）が作動する水位まで低下し、当該非常用炉

心冷却装置が作動しない場合（原子炉圧力容器内に照射済燃料集合体が存

在しない場合を除く）。 

⑩使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出 

使用済燃料貯蔵プールの水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メー

トルの水位まで低下した場合、又は当該水位まで低下しているおそれがあ

る場合において、当該貯蔵プールの水位を測定できない場合。 

⑪原子炉制御室の機能喪失・警報喪失 

中央制御室が使用できなくなることにより、中央制御室からの原子炉を

停止する機能及び冷温停止状態を維持する機能が喪失した場合又は原子炉

施設に異常が発生した場合において、中央制御室に設置する原子炉施設の

状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全て

の機能が喪失した場合。 

⑫２つの障壁喪失および１つの障壁の喪失または喪失可能性 

燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原

子炉格納容器の障壁が喪失するおそれがある場合（原子炉圧力容器内に照

射済燃料集合体が存在しない場合を除く）。 

⑬住民の避難を開始する必要がある事象発生 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと

等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は

放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要

がある事象が発生した場合。 

⑭施設内（原子炉外）での臨界事故 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）にお

いて、核燃料物質が臨界状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態

をいう。）にある場合。 

 

※規則：原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則 

※命令：原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に

関する命令 

※省令：原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等

に関する省令 

13．停止中の原子炉冷却機能の完全喪失 ※１ 

原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子炉

へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水位まで低下した場合において、

全ての非常用炉心冷却装置等による注水ができない場合。 

14．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出 ※１ 

使用済燃料貯蔵プールの水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メー

トルの水位まで低下した場合、又は当該水位まで低下しているおそれがある

場合において、当該貯蔵プールの水位を測定できない場合。 

15．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出（旧基準炉） ※２ 

使用済燃料貯蔵プールの水位が照射済燃料集合体の頂部の水位まで低下

した場合。 

16．原子炉制御室の機能喪失・警報喪失 ※１ 

中央制御室が使用できなくなることにより、中央制御室からの原子炉を停

止する機能および冷温停止状態を維持する機能が喪失した場合又は原子炉

施設に異常が発生した場合において、中央制御室に設置する原子炉施設の状

態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての

機能が喪失した場合。 

17．２つの障壁喪失および１つの障壁の喪失または喪失可能性 ※１ 

燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子

炉格納容器の障壁が喪失するおそれがある場合。 

18．住民の避難を開始する必要がある事象発生 

その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと

等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要があ

る事象が発生した場合。 

19．施設内（原子炉外）での臨界事故 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）におい

て、核燃料物質が臨界状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態をい

う。）にある場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合（同基準が制定又は変更された場合で、当該施設についての同

号の基準の制定又は変更に係る使用前検査（同法第 43 条の３の 11 に規定する使用前検査をいう。）において実用

炉規則第 16 条の表第三号の下欄に掲げる検査事項が終了）した場合に適用する。 

※２：規制法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合していない場合に適用する。 

注：「規則」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する規則をいう。 

「省令」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関す

る省令をいう。 

「規制法」とは、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）をいう。 

「実用炉規則」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）をいう。 



 

 24 

旧 新 備考 

２ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ）               

               

（１）基本的な考え方 

（略） 

放射性物質の放出後、    高い空間放射線量率が計測

された地域においては、             被ばく

の影響をできる限り低減する観点から、数時間から１日以内

に住民等について避難等の緊急防護措置を講じなければな

らない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計測さ

れた地域においても、無用な被ばくを回避する観点から、１

週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じなければなら

ない。 

これらの措置を講じる場合には、避難場所等でのスクリ

ーニング                       

                         の

結果から  除染                   

     等の措置を講じるようにしなければならない。 

 

 

２ 運用上の介入レベル（Operational Intervention Level。 

以下「ＯＩＬ」という。） 

（１）基本的な考え方 

（略） 

放射性物質の放出後、継続的に高い空間放射線量率が計測

された地域においては、地表面からの放射線等による被ばく

の影響をできる限り低減する観点から、数時間から１日以内

に住民等について避難等の緊急防護措置を講じなければな

らない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計測さ

れた地域においても、無用な被ばくを回避する観点から、１

週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じなければなら

ない。 

これらの措置を講じる場合には、国からの指示に基づき、

避難住民等に対し、防護措置を実施すべき基準以下であるか

否かを確認する検査（以下「避難退域時検査」という。）の

結果から簡易除染（着替え、拭き取り、簡易除染剤やシャワ

ーの利用等）等の措置を講じるようにしなければならない。 

 

 

文言追加 

 

 

 

指針の改正に
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体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング
原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - - - - -

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【避難】
・避難の実施 - - -

【避難】
・（近）避難の実施

【避難】
・（遠）避難の受入れ

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【避難】
・避難範囲の決定
・自治体に避難の実施（移動が
困難な者の一時退避を含む）を
指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供 -

【避難】
・避難範囲の決定
・（近）自治体に避難の実施を
指示

【避難】
・（遠）自治体に避難
受入れを要請

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタリング
の実施及び支援

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【飲食物摂取制限】
・個別品目の放射性物質の濃
度測定

-

・住民等への情報伝達

-

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【飲食物摂取制限】
・放射性物質の濃度測定すべ
き範囲の決定
・自治体に個別品目の放射性
物質の濃度測定を指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報 ・スクリーニングへの
協力 - - -

・スクリーニングへの
協力

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・スクリーニングの
実施

【体表面除染】
・体表面除染の実施 -

・住民等への情報伝達 ・スクリーニングの
実施

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・スクリーニング情報
の収集・分析
・スクリーニングの
支援

【体表面除染】
・体表面除染の実施の指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・スクリーニング情報
の収集・分析
・スクリーニングの
支援

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタリング
の実施及び支援

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【一時移転】
・一時移転の実施 -

・住民等への情報伝達

-

【一時移転】
・（近）一時移転の実施

【一時移転】
・（遠）一時移転の
受入れ

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【一時移転】
・一時移転範囲の決定
・自治体に一時移転の実施を
指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【一時移転】
・一時移転範囲の決定
・（近）自治体に一時移転の
実施を指示

【一時移転】
・（遠）自治体に一時
移転の受入れを要請

原
子
力

事
業
者

- - - - - - - - - - -

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・個別品目の放射性
物質の濃度測定を
実施

【飲食物摂取制限】
・飲食物摂取制限の実施 -

・住民等への情報伝達 ・個別品目の放射性
物質の濃度測定を
実施

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・個別品目の放射性
物質の濃度測定結果
の収集・分析
・個別の放射性物質
の濃度測定を実施

【飲食物摂取制限】
・摂取制限品目の決定
・自治体に飲食物摂取制限の
実施を指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・個別品目の放射性
物質の濃度測定結果
の収集・分析
・個別の放射性物質
の濃度測定を実施

※１・・・緊急事態区分の全面緊急事態においてＰＡＺ内は避難を実施していることが前提。

【体表面除染】
・体表面除染の実施の指示

Ｏ
Ｉ
Ｌ
２

-

Ｏ
Ｉ
Ｌ

Ｏ
Ｉ
Ｌ
１

飲
食
物
に
係
る
ス
ク
リ
ー

ニ

ン
グ
基
準

-

ＵＰＺ（概ね5～30km） ＵＰＺ外（概ね30km～）
防護措置

-

ＰＡＺ（～概ね5km）※１

原子力災害対策指針（平成27年４月22日改正）より）

Ｏ
Ｉ
Ｌ
６

-

【飲食物摂取制限】
・飲食物摂取制限の実施

【飲食物摂取制限】
・摂取制限品目の決定
・自治体に飲食物摂取制限の実施を指示

原子力事業者、地方公共団体、国が採ることを想定される措置等

【飲食物摂取制限】
・放射性物質の濃度測定すべき範囲の決定
・自治体に個別品目の放射性物質の濃度測定を指示

Ｏ
Ｉ
Ｌ
４

-

【体表面除染】
・体表面除染の実施

旧 表１－２ 
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体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング 防護措置 体制整備 情報提供 モニタリング

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - - - - -

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【避難】
・避難の実施

- - -

【避難】
・（近）避難の実施

【避難】
・（遠）避難の受入れ

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【避難】
・避難範囲の決定
・自治体に避難の実施（移動が
困難な者の一時退避を含む）を
指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供 -

【避難】
・避難範囲の決定
・（近）自治体に避難の実施を
指示

【避難】
・（遠）自治体に避難
受入れを要請

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタリング
の実施及び支援

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【飲食物摂取制限】
・個別品目の放射性物質の濃
度測定

-

・住民等への情報伝達

-

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【飲食物摂取制限】
・放射性物質の濃度測定すべ
き範囲の決定
・自治体に個別品目の放射性
物質の濃度測定を指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

-

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染
への協力

- - -

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達

-

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染
の実施

-

・住民等への情報伝達

-

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

-

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染
の指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

-

原
子
力

事
業
者

- - - - -

・国及び自治体へ通報

- - - -

・緊急時モニタリング
の実施及び支援

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・緊急時モニタリング
の実施

【一時移転】
・一時移転の実施

-

・住民等への情報伝達

-

【一時移転】
・（近）一時移転の実施

【一時移転】
・（遠）一時移転の
受入れ

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【一時移転】
・一時移転範囲の決定
・自治体に一時移転の実施を
指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・モニタリング情報の
収集・分析
・緊急時モニタリング
の実施及び支援

【一時移転】
・一時移転範囲の決定
・（近）自治体に一時移転の
実施を指示

【一時移転】
・（遠）自治体に一時
移転の受入れを要請

原
子
力

事
業
者

- - - - - - - - - - -

地
方
公

共
団
体

- - - - -

・住民等への情報伝達 ・個別品目の放射性
物質の濃度測定を
実施

【飲食物摂取制限】
・飲食物摂取制限の実施

-

・住民等への情報伝達 ・個別品目の放射性
物質の濃度測定を
実施

国 - - - - -

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・個別品目の放射性
物質の濃度測定結果
の収集・分析
・個別の放射性物質
の濃度測定を実施

【飲食物摂取制限】
・摂取制限品目の決定
・自治体に飲食物摂取制限の
実施を指示

-

・自治体への情報提供
・報道機関等を通じた
情報提供

・個別品目の放射性
物質の濃度測定結果
の収集・分析
・個別の放射性物質
の濃度測定を実施

※１・・・緊急事態区分の全面緊急事態においてＰＡＺ内は避難を実施していることが前提。

原子力事業者、地方公共団体、国が採ることを想定される措置等

ＰＡＺ（～概ね5km）※１ ＵＰＺ（概ね5～30km） ＵＰＺ外（概ね30km～）

防護措置

-

-

【飲食物摂取制限】
・放射性物質の濃度測定すべき範囲の決定
・自治体に個別品目の放射性物質の濃度測定を指示

Ｏ
Ｉ
Ｌ
４

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染への協力

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染への協力

【避難退域時検査及び簡易除染】
・避難退域時検査及び簡易除染の指示

原子力災害対策指針（平成30年10月1日改正）より）

Ｏ
Ｉ
Ｌ
２

-

Ｏ
Ｉ
Ｌ
６

-

【飲食物摂取制限】
・飲食物摂取制限の実施

【飲食物摂取制限】
・摂取制限品目の決定
・自治体に飲食物摂取制限の実施を指示

Ｏ
Ｉ
Ｌ

Ｏ
Ｉ
Ｌ
１

飲
食
物
に
係
る
ス
ク
リ
ー

ニ
ン

グ
基
準

新 表１－２ 
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旧 新 備考 

（２）具体的な基準と防護措置の内容 

これらの防護措置の実施を判断する基準として、空間放

射線線量率や環境試料中の放射性物質の濃度等の環境にお

いて計測可能な値で表される運用上の介入レベル 

（OperationalIntervention Level。以下「ＯＩＬ」とい

う。）を設定する。防護措置を実施する国、県、立地県で

ある石川県、氷見市等においては、緊急時モニタリングの

結果をＯＩＬの値に照らして、防護措置の実施範囲を定め

るなどの具体的手順をあらかじめ検討し決めておく。 

（略） 

本来、ＩＡＥＡでは、まず緊急時に住民等を最適に防護

するための基準（包括的判断基準）を定め、そこからＯＩ

Ｌを導出することとしている。このため、国においても、

原子力規制委員会が、今後、ＩＡＥＡからＯＩＬの導出に

係る情報が公表され、我が国におけるＯＩＬの検討に必要

となる環境が整った際には、包括的判断基準からＯＩＬを

算出し、今回設定したＯＩＬの見直しを検討するとされて

いる。 

（２）具体的な基準と防護措置の内容 

これらの防護措置の実施を判断する基準として、空間放

射線線量率や環境試料中の放射性物質の濃度等の環境にお

いて計測可能な値で表される          

                  ＯＩＬ   

   を設定する。防護措置を実施する国、県、立地県で

ある石川県、氷見市等においては、緊急時モニタリングの

結果をＯＩＬの値に照らして、防護措置の実施範囲を定め

るなどの具体的手順をあらかじめ検討し決めておく。 

（略） 

(削除) 
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指針の改正に

伴う修正 

(H30.7 P3) 
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旧 新 備考 

OIL と防護措置について  

 

OIL と防護措置について  

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

※９ ＩＡＥＡでは、ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限

が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性

核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物

摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食物のス

クリーニング作業を実施する地域を設定するための基準 

※９ ＩＡＥＡでは、       飲食物摂取制限

が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性

核種濃度の測定が開始されるまでの間の暫定的な飲食物

摂取制限の実施及び当該測定の対象の決定に係る基準で

あるＯＩＬ３等を設定しているが、我が国では、放射性

指針の改正に

伴う修正 

(H30.7 P4) 

 

 

基準の種類 基準の概要 防護措置の概要

飲食物に係
るスクリー
ニング基準

ＯＩＬ６による飲食物の
摂取制限を判断する準備
として、飲食物中の放射
性核種濃度測定を実施す
べき地域を特定する際の
基準

数日内を目途に飲
食物中の放射性核
種濃度を測定すべ
き区域を特定。

核種※7

飲料水

牛乳・乳製

品

野菜類、穀類、

肉、卵、魚、

その他

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※8

放射性セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種

1Bq/kg 10Bq/kg

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg

ＯＩＬ１ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す
るため、住民等を数時間
内に避難や屋内退避等さ
せるための基準

 緊急時モニタリングにより得られた空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えた場合に、

 防護措置の実施が必要であると判断する。

飲
食
物
摂
取
制
限
※

９

0.5μSv/h※6

（地上１mで計測した場合の空間放射線
量率※２）

ＯＩＬ６ 経口摂取による被ばく影
響を防止するため、飲食
物の摂取を制限する際の
基準

１週間内を目途に
飲食物中の放射性
核種濃度の測定と
分析を行い、基準
を超えるものにつ
き摂取制限を迅速
に実施。

初期設定値
※１

緊
急
防
護
措
置

500μSv/h
（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※２）

ＯＩＬ４ 不注意な経口摂取、皮膚
汚染からの外部被ばくを
防止するため、除染を講
じるための基準

数時間内を目途に
区域を特定し、避
難等を実施。(移動
が困難な者の一時
屋内退避を含む）

早
期
防
護
措
置

ＯＩＬ２ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す

るため、地域生産物※5の
摂取を制限するととも
に、住民等を1週間程度
内に一時移転させるため
の基準

１日内を目途に区
域を特定し、地域
生産物の摂取を制
限するとともに１
週間程度内に一時
移転を実施。

 緊急時モニタリングにより得られた空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えてから起

 算して概ね１日が経過した時点での空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えた場合に、

 防護措置の実施が必要であると判断する。

避難基準に基づい
て避難した避難者
等をスクリーニン
グして、基準を超
える際は迅速に除
染。

β線：13,000cpm※４【１ヶ月後の値】
（皮膚から数cmでの検出器の計数率）

20μSv/h
（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※２）

β線：40,000 cpm※３

（皮膚から数cmでの検出器の計数率）

基準の種類 基準の概要 防護措置の概要

飲食物に係
るスクリー
ニング基準

ＯＩＬ６による飲食物の
摂取制限を判断する準備
として、飲食物中の放射
性核種濃度測定を実施す
べき地域を特定する際の
基準

数日内を目途に飲
食物中の放射性核
種濃度を測定すべ
き区域を特定。

核種※7

飲料水

牛乳・乳製

品

野菜類、穀類、

肉、卵、魚、

その他

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※8

放射性セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種

1Bq/kg 10Bq/kg

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg

飲
食
物
摂
取
制
限
※

９

0.5μSv/h
※6

（地上１mで計測した場合の空間放射線
量率※２）

ＯＩＬ６ 経口摂取による被ばく影
響を防止するため、飲食
物の摂取を制限する際の
基準

１週間内を目途に
飲食物中の放射性
核種濃度の測定と
分析を行い、基準
を超えるものにつ
き摂取制限を迅速
に実施。

避難又は一時移転
の基準に基づい
て避難等した避難
者等に避難退域時
検査を実施して、
基準を超
える際は迅速に簡
易除染等を実施。

β線：13,000cpm
※４

【１ヶ月後の値】
（皮膚から数cmでの検出器の計数率）

早
期
防
護
措
置

ＯＩＬ２ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す

るため、地域生産物※5の
摂取を制限するととも
に、住民等を1週間程度
内に一時移転させるため
の基準

初期設定値
※１

緊
急
防
護
措
置

ＯＩＬ１ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す
るため、住民等を数時間
内に避難や屋内退避等さ
せるための基準

500μSv/h
（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※２）

数時間内を目途に
区域を特定し、避
難等を実施。(移動
が困難な者の一時
屋内退避を含む）

 緊急時モニタリングにより得られた空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えた場合に、

 防護措置の実施が必要であると判断する。

ＯＩＬ４ 不注意な経口摂取、皮膚
汚染からの外部被ばくを
防止するため、除染を講
じるための基準

β線：40,000 cpm※３

（皮膚から数cmでの検出器の計数率）

20μSv/h
（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※２）

１日内を目途に区
域を特定し、地域
生産物の摂取を制
限するとともに１
週間程度内に一時
移転を実施。

 緊急時モニタリングにより得られた空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えてから起

 算して概ね１日が経過した時点での空間放射

 線量率（１時間値）が基準値を超えた場合に、

 防護措置の実施が必要であると判断する。
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旧 新 備考 

であるＯＩＬ３、その測定のためのスクリーニング基

準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし、ＯＩＬ３

については、ＩＡＥＡの現在の出版物において空間放射

線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が

必ずしも明確でないこと、また、ＯＩＬ５については我

が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行える

ことから、放射性核種濃度を測定すべき区域を特定する

ための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」

を定める。 

核種濃度を測定すべき区域を特定するための基準である

「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 

指針の改正に

伴う修正 

第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱  

  ５原子力保安検査官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ （略） 

２ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律（昭和 32 年法律第 166 号）第 37 条     第１項

に規定する保安規定（以下「保安規定」という。）の遵

守状況の把握等に関すること 

３ （略） 

  ６地方放射線モニタリング対策官 

  10 指定公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

独立行政法人 １（略） 

    ５原子力保安検査官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ （略） 

２ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律（昭和 32 年法律第 166 号）第 43条の３の 24第１項

に規定する保安規定（以下「保安規定」という。）の遵

守状況の把握等に関すること 

３ （略） 

６上席放射線防災専門官     

  10 指定公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

独立行政法人 １（略） 

 

 

 

 

条ずれ 

 

 

原子力規制委

員会組織規則

の改正 
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旧 新 備考 

国立病院機構 ２ 所管の県内施設及び近県施設による罹災

疾病者の収容、 治療に関すること 

３（略） 

（略） （略） 

（追加）  

（追加）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立病院機構 ２ 所管の県内施設及び近県施設による罹災

疾病者の受入れ、治療に関すること 

３（略） 

（略） （略） 

国立研究開発

法人 

量子科学技術

研究開発機構 

１ 原子力災害医療、緊急時モニタリングの

要員派遣及び防災資機材の提供に関するこ

と。 

国立研究開発

法人 

日本原子力研

究開機構 

１ 専門家の派遣、緊急時モニタリングの要

員派遣及び防災資機材の提供に関するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P1) 

指定公共機関

の追加 

 

 

 

同上 
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旧 新 備考 

12 指定地方公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

報道機関 

北日本放送㈱ 

富山テレビ放

送㈱ 

㈱チューリッ

プテレビ 

㈱北日本新聞

社 

㈱北國新聞社

富山本社 

富山エフエム

放送㈱ 

       

       

       

（略） 

（略） （略） 

 

 

12 指定地方公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

報道機関 

北日本放送㈱ 

富山テレビ放

送㈱ 

㈱チューリッ

プテレビ 

㈱北日本新聞

社 

㈱北國新聞社

富山本社 

富山エフエム

放送㈱ 

(一財)富山県

ケーブルテレ

ビ協議会 

（略） 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定公共機関

の追加 
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県地域防災計画（原子力災害編）改定案（第２章）  新旧対照表 

旧 新 備考 

第２章 原子力災害事前対策 第２章 原子力災害事前対策  

第４節 原子力防災専門官及び地方放射線モニタリング対策官との

連携 

第４節 原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官    との

連携 

原子力規制委

員会組織規則 

第２ 地方放射線モニタリング対策官との連携 

県は、緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の

準備、緊急時モニタリング訓練、緊急時モニタリングセンター

の準備の協力、緊急時モニタリング、発電所立地県である石川

県等との連携などの緊急時モニタリングの対応等については、

平常時より地区の担当として指定された地方放射線モニタリン

グ専門官と密接な連携を図り、実施するものとする。 

第２ 上席放射線防災専門官   との連携 

県は、緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制

の準備、緊急時モニタリング訓練、緊急時モニタリングセン

ターの準備の協力、緊急時モニタリング、発電所立地県であ

る石川県等との連携などの緊急時モニタリングの対応等につ

いては、平常時より地区の担当として指定された上席放射線

防災専門官    と密接な連携を図り、実施するものとす

る。 

の改正 

 

 

 

 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え  

第１ 地域原子力防災協議会の設置（内閣府、関係省庁、県総合

政策局、氷見市、各防災関係機関） 

 国は、原子力発電所の所在する地域ごとに、関係府省庁、地

方公共団体等を構成員等とする地域原子力防災協議会を設置す

ることとされており、同協議会において、要配慮者対策、避難

先や移動手段の確保、国の実動組織の支援、原子力事業者に協

力を要請する内容等についての検討及び具体化を通じて、県等

の地域防災計画等に係る具体化・充実化の支援を行うこととさ

れている。 

 

 

第１ 地域原子力防災協議会の設置（内閣府、関係省庁、県総合

政策局、氷見市、各防災関係機関） 

 国は、原子力発電所の所在する地域ごとに、関係府省庁、

地方公共団体等を構成員等とする地域原子力防災協議会を設

置することとされており、同協議会において、要配慮者対

策、避難先や移動手段の確保、国の実動組織の支援、原子力

事業者の協力     内容等についての検討及び具体化を

通じて、県等の地域防災計画等に係る具体化・充実化の支援

を行うこととされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H29.4 P35) 
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旧 新 備考 

第２ 関係機関との平常時からの連携（県総合政策局、各防災関

係機関） 

県は、平常時から関係機関、事業者等との間で、協定の締結

など連携強化を進めることにより、災害発生時に迅速かつ効果

的な災害応急対策が行えるように努めるものと       

                            

   する。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業

務（被災情報の整理の支援、支援物資の管理・輸送等）につい

ては、あらかじめ、関係機関、事業者等との間で協定を締結し

ておく                          

           など協力体制を構築し、当該機関のノ

ウハウや能力等の活用に努める。 

第４ 公共用地、固有財産の有効活用（県総合政策局） 

県は、避難所、避難施設  、備蓄など、防災に関する諸活

動の実施に当たり、公共用地、固有財産の有効活用を図る。 

第２ 関係機関との平常時からの連携（県総合政策局、各防災関

係機関） 

県は、平常時から関係機関、事業者等との間で、協定の締

結など連携強化を進めることにより、災害発生時に迅速かつ

効果的な災害応急対策が行えるように努めるものとし、協定

締結などの連携強化に当たっては、実効性の確保に留意する

ものとする。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る

業務（被災情報の整理の支援、支援物資の管理・輸送等）に

ついては、あらかじめ、関係機関、事業者等との間で協定を

締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理

する施設を把握しておくなど協力体制を構築し、当該機関の

ノウハウや能力等の活用に努める。 

第４ 公共用地、固有財産の有効活用（県総合政策局） 

県は、避難場所、指定避難所、備蓄など、防災に関する諸活

動の推進に当たり、公共用地・固有財産の有効活用を図る。 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H30.6 P5) 

 

同上 

(H29.4 P5) 

 

 

同上 

(H27.7 P439) 

(H30.6 P3) 

第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 第６節 情報の収集・連絡体制等の整備  

 第１ 情報の収集・連絡体制の整備 

３ 情報の収集・連絡にあたる要員の指定（県総合政策局、市町

村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、迅速かつ的確な災害情報の

収集・連絡の重要性に鑑み、発災現場の状況等について情報の収

集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておくなど体制 

の整備を図る  。 

 第１ 情報の収集・連絡体制の整備 

 ３ 情報の収集・連絡にあたる要員の指定（県総合政策局、市町

村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、迅速かつ的確な災害情報

の収集・連絡の重要性に鑑み、発災現場の状況等について情報

の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておくなど体制 

の整備を推進する。 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

５ 移動通信系の活用（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、関係機関と連携し、携帯電

話、衛星携帯電話等の電気通信事業用移動通信、業務用移動通

信、海上保安庁無線、警察無線、アマチュア無線等による移動通

信系の活用体制の整備を図る。 

８ 関係機関等から意見聴取等ができる仕組みの構築（県総合政

策局、各防災関係機関） 

県は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機関

等の出席を求めることができる仕組みを構築する  。 

 第２ 情報の分析整理 

  ３ 防災対策上必要とされる資料（県総合政策局、関係部局、

市町村、北陸電力） 

 〔整備を行うべき資料〕 

  （２）社会環境に関する資料 

エ 避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物に関す

る資料及びあらかじめ定める避難計画（位置、収容能力、

移動手段等の情報を含む。） 

カ 被ばく       医療機関に関する資料（被ばく 

       医療機関に関する位置・収容能力・対応

能力・搬送ルート及び移送手段等） 

  

 

 

 

５ 移動通信系の活用（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、関係機関と連携し、携帯

電話・衛星携帯電話等の電気通信事業用移動通信、業務用移動

通信、             アマチュア無線等による移

動通信系の活用体制の整備を図る。 

８ 関係機関等から意見聴取等ができる仕組みの構築（県総合

政策局、各防災関係機関） 

県は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機

関等の出席を求めることができる仕組みの構築に努める。 

 第２ 情報の分析整理 

  ３ 防災対策上必要とされる資料（県総合政策局、関係部局、

市町村、北陸電力） 

〔整備を行うべき資料〕 

  （２）社会環境に関する資料 

  エ 避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物に関す

る資料及びあらかじめ定める避難計画（位置、受入能

力、移動手段等の情報を含む。） 

カ 原子力災害に関係する医療機関に関する資料（原子力

災害に関係する医療機関に関する位置・受入能力・対応

能力・搬送ルート及び移送手段等） 

  

 

 

 

 (H29.4 P6) 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H29.4 P6) 

 

 

同上 

(H29.4 P6) 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P1) 

指針の改正及

び防災基本計

画の修正に伴

う修正 
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旧 新 備考 

 第３ 通信手段の確保 

１ 専用回線網の整備（官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、

内閣府、県総合政策局、氷見市） 

（１）国、県、氷見市の専用回線網の整備 

国              及び県は、緊急時におけ

る県と国及び県と氷見市との間の通信体制を充実・強化する

ため、専用回線網の整備、維持に努める。 

（２）オフサイトセンターとの間の専用回線網の整備 

国              及び県は、オフサイト

センターと国（官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、内

閣府）、県、氷見市との間の通信連絡のための専用回線網

の整備・維持を図る。 

  ２ 通信手段・経路の多様化（北陸総合通信局、県総合政策

局、経営管理部、市町村、電気通信事業者） 

（４）多様な情報収集・伝達システムの整備 

県は、国                      

     の協力のもと、被災現場の状況を迅速に収集す

るため、ヘリコプターテレビシステム、ヘリコプター衛星

通信システム（ヘリサット）、固定カメラ等による画像情

報の収集・連絡システムの整備を推進するものとする。ま

た、収集された画像を配信するための通信網の整備を図る

ものとする。 

   （追加） 

 

第３ 通信手段の確保 

 １ 専用回線網の整備（官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、

内閣府、県総合政策局、氷見市） 

（１）国、県、氷見市の専用回線網の整備 

国（内閣府、原子力規制委員会）及び県は、緊急時におけ

る県と国及び県と氷見市との間の通信体制を充実・強化する

ため、専用回線網の整備、維持に努める。 

（２）オフサイトセンターとの間の専用回線網の整備 

国（内閣府、原子力規制委員会）及び県は、オフサイト

センターと国（官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、内

閣府）、県、氷見市との間の通信連絡のための専用回線網

の整備・維持を図る。 

  ２ 通信手段・経路の多様化（北陸総合通信局、県総合政策

局、経営管理部、市町村、電気通信事業者） 

  （４）多様な情報収集・伝達システムの整備 

県は、国（内閣府、警察庁、消防庁、国土交通省、海上

保安庁等）の協力のもと、被災現場の状況を迅速に収集す

るため、ヘリコプターテレビシステム、ヘリコプター衛星

通信システム（ヘリサット）、固定カメラ等による画像情

報の収集・連絡システムの整備を推進するものとする。ま

た、収集された画像を配信するための通信網の整備を図る

ものとする。 

  （６）公衆無線ＬＡＮサービスの活用 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 440) 

 

同上 

(H27.7 P441) 

 

 

 

 

同上 

(H27.7 P9) 

 

 

 

公衆無線 LAN

の整備に伴う

修正 
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  （６）通信輻輳の防止 

  （７）非常用電源等の確保 

  （８）保守点検の実施 

     県、氷見市及びその他の市町村は、通信回線の障害や輻

輳に備え、公衆無線ＬＡＮサービスの導入により、通信手

段の多重化を図る。 

  （７）通信輻輳の防止 

  （８）非常用電源等の確保 

  （９）保守点検の実施 

公衆無線 LAN

の整備に伴う

修正 

 

番号繰り下げ 

第７節  緊急事態応急体制の整備 第７節  緊急事態応急体制の整備  

第 1 警戒態勢をとるために必要な体制の整備 

 １ 警戒態勢をとるために必要な体制（県総合政策局） 

（１）情報収集体制の整備 

県は、情報収集事態（石川県志賀町で震度５弱又は震度５強

の地震が発生した事態（石川県において震度６弱以上の地震が

発生した場合を除く。）をいう。以下同じ。）の発生を認知し

た場合、情報収集体制をとる。 

（２）警戒体制の整備 

県は、警戒事態                     

                            

                の発生を認知した場合、

警戒体制をとる。 

（３）災害警戒本部体制の整備 

災害警戒本部においては、知事を本部長として、緊急時モニ

タリングや緊急被ばく医療など各種防護措置を開始するととも

に、オフサイトセンターへ職員を派遣する。 

第７ 警察災害派遣隊受入体制の整備（県警察本部） 

第 1 警戒態勢をとるために必要な体制の整備 

１ 警戒態勢をとるために必要な体制（県総合政策局） 

（１）情報収集体制の整備 

県は、情報収集事態（石川県志賀町で震度５弱又は震度５強

の地震が発生した事態                   

           をいう。以下同じ。）の発生を認知し

た場合、情報収集体制をとる。 

（２）警戒体制の整備 

県は、警戒事態(石川県志賀町において、震度 6 弱以上の地

震が発生した場合及び石川県志賀町沿岸を含む津波予報区

において、大津波警報が発表された場合等)の発生を認知し

た場合、警戒体制をとる。 

（３）災害警戒本部体制の整備 

災害警戒本部においては、知事を本部長として、緊急時モニ

タリングや原子力災害医療など各種防護措置を開始するととも

に、オフサイトセンターへ職員を派遣する。 

第７ 警察災害派遣隊受入体制の整備（県警察本部） 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H29.7) 

 

同上 

(H29.7) 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 
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県警察は、  警察庁 及び他の都道府県警察と協力し、警察

災害派遣隊の受入体制などの整備を図る。 

第９ 自衛隊派遣要請体制の整備（自衛隊、県総合政策局） 

   県は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要

請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、

連絡先の徹底、受入体制の整備等必要な準備を整えておく。また、

適切な役割分担を図るとともに、いかなる状況において、どのよ

うな分野（救急、救助、応急医療、緊急輸送   等）について、

自衛隊の原子力災害派遣要請を行うのか、平常時よりその想定を

行うとともに、関係部隊と事前に調整を行うものとする。 

第 10 被ばく  医療に係る医療チーム派遣要請体制の整備（国立

研究開発法人量子科学技術研究開発機構、広島大学、県総合政策

局、厚生部、各医療機関） 

県は、受入れ機関等と連携して、緊急時の被ばく医療体制の充

実を図るため、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射

線医学総合研究所、広島大学、高度な被ばく医療に対応可能な医

療機関等のスタッフからなる被ばく  医療に係る医療チーム

派遣の要請手続きについてあらかじめ定めておくとともに、受入

体制の整備等必要な準備を整えておく。 

第 11 広域的な応援協力体制の拡充・強化 

県は、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難やスクリーニ

ング（「居住者、車両、家庭動物、携行品等の放射線の測定」を

いう。以下同じ。）等に関する広域的な応援要請並びに、他の都

道府県及び防災関係機関からの応援要請への対応に向けて、国の

県警察は、国（警察庁）及び他の都道府県警察と協力し、警察

災害派遣隊の受入体制などの整備を図る。 

第９ 自衛隊派遣要請体制の整備（自衛隊、県総合政策局） 

県は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要

請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、

連絡先の徹底、受入体制の整備等必要な準備を整えておく。また、

適切な役割分担を図るとともに、いかなる状況において、どのよ

うな分野（救助、救急、応急医療、緊急輸送、消火等）について、

自衛隊の原子力災害派遣要請を行うのか、平常時よりその想定を

行うとともに、関係部隊と事前に調整を行うものとする。 

第 10 原子力災害医療に係る医療チーム派遣要請体制の整備（国

立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、広島大学、県総合

政策局、厚生部、各医療機関） 

県は、受入れ機関等と連携して、原子力災害  医療体制の充

実を図るため、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放

射線医学総合研究所、広島大学、高度な被ばく医療に対応可能

な医療機関等のスタッフからなる原子力災害医療に係る医療チ

ーム派遣の要請手続きについてあらかじめ定めておくととも

に、受入体制の整備等必要な準備を整えておく。 

第 11 広域的な応援協力体制の拡充・強化 

県は、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難や避難退域時

検査及び簡易除染                     

      等に関する広域的な応援要請並びに、他の都道府県

及び防災関係機関からの応援要請への対応に向けて、国の協力の

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P10) 

 

 

 

 

同上 

(H27.7 P11) 

指針の改正に

伴う修正 

 

同上 

 

 

同上 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H28.2 P33) 
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協力のもと、他の都道府県等の応援協定の締結を図り、応援先・

受援先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策

本部との役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要

員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等について必要

な準備を整えるとともに、市町村間における相互応援が円滑に進

むよう配慮し、応援協定締結の促進を図る。 

 第 12 専門家の派遣要請手続き（原子力規制委員会、内閣府、県総

合政策局） 

県は、北陸電力より警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の通報

連絡を受けた場合、必要に応じ国          に対し事

態の把握のために専門的知識を有する職員の派遣を要請するた

めの手続きをあらかじめ定めておく。 

もと、他の都道府県等の応援協定の締結を図り、応援先・受援先

の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部と

の役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集

合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備

を整えるとともに、市町村間における相互応援が円滑に進むよう

配慮し、応援協定締結の促進を図る。 

 第 12 専門家の派遣要請手続き（原子力規制委員会、    県

総合政策局） 

県は、北陸電力より警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の通報

連絡を受けた場合、必要に応じ国（原子力規制委員会）に対し事

態の把握のために専門的知識を有する職員の派遣を要請するた

めの手続きをあらかじめ定めておく。 

 

 

 

 

 

  

指針の改正に

伴う修正 

(H27.7 P459) 

第８節 環境放射線モニタリング体制の整備 第８節 環境放射線モニタリング体制の整備  

緊急時モニタリングを実施するために、  原子力規制委員会（全

面緊急事態においては、原子力災害対策本部。緊急時モニタリング

に関しては、以下同じ。） の統括の下、緊急時モニタリングセン

ターが設置される。緊急時モニタリングセンターは、国（原子力規

制委員会、関係省庁）、地方公共団体、原子力事業者及び指定公共

機関等の要員により構成される。県は、国          が

行う緊急時モニタリングセンターの体制の整備に協力する。 

第２ モニタリング設備及び機器の整備・維持 

県は、平常時の環境放射線モニタリング及び緊急時モニタリ

ングを適切に実施するため、モニタリングポスト、積算線量

計、可搬型モニタリング用の設備・機器、                

緊急時モニタリングを実施するために、国（原子力規制委員会（全

面緊急事態においては、原子力災害対策本部。緊急時モニタリング

に関しては、以下同じ。））の統括の下、緊急時モニタリングセン

ターが設置される。緊急時モニタリングセンターは、国（原子力規

制委員会、関係省庁）、地方公共団体、原子力事業者及び指定公共

機関等の要員により構成される。県は、国（原子力規制委員会）が

行う緊急時モニタリングセンターの体制の整備に協力する。 

第２ モニタリング設備及び機器の整備・維持 

県は、平常時の環境放射線モニタリング及び緊急時モニタリ

ングを適切に実施するため、モニタリングポスト、積算線量

計、可搬型モニタリング用の設備・機器、モニタリングカー、

同上 

(H27.7 P457) 

 

 

 

同上 

 (H27.7P444) 

 

 

 

例示の追加 
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環境試料分析装置並びに衛星携帯電話等の連絡手段等を整備・

維持するとともに、モニタリングの研修の実施等により、その

操作の習熟に努める。また、これらの機材に関しては、地震等

自然災害への頑健性を持つよう、施設建物や保管庫の耐震性の

確保、データ通信の多重化を図るよう努める。 

第６ 緊急時モニタリングの測定結果共有・公表システム 

緊急時モニタリングの結果は、緊急時モニタリングセンター

で妥当性を判断した後、国が一元的に集約し、必要な評価を実

施して、ＯＩＬによる防護措置の判断等のために    活用

する。 

サーベイカー、環境試料分析装置並びに衛星携帯電話等の連絡

手段等を整備・維持するとともに、モニタリングの研修の実施

等により、その操作の習熟に努める。また、これらの機材に関

しては、地震等自然災害への頑健性を持つよう、施設建物や保

管庫の耐震性の確保、データ通信の多重化を図るよう努める。 

第６ 緊急時モニタリングの測定結果共有・公表システム 

緊急時モニタリングの結果は、緊急時モニタリングセンター

で妥当性を判断した後、国が一元的に集約し、必要な評価を実

施して、ＯＩＬによる防護措置の判断等のために共有し、活用

する。 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H30.7 P9) 

第９節  避難収容活動体制の整備 第９節  避難の受入れ活動体制の整備 防災基本計画 

 第２ 避難所等の整備等 

１ 避難所等の整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、市町

村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、学校及び公民館

等の公共的施設を対象に、避難を行うため、その管理者の同

意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全が

確保される指定緊急避難場所及び避難生活を送るための指定

避難所としてあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図るよ

う助言する。また、一般の  避難所では生活することが困

難な障害者等の要配慮者のため、介護保険施設、障害者支援

施設等の福祉避難所の指定に努めるよう助言する。 

県は、市町村による指定緊急避難所等の指定に当たって

は、風向等の気象条件により指定緊急避難所等が使用できな

 第２ 避難所等の整備等 

１ 避難所等の整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、市町

村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、地域的な特性や

過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公民館、学校等の

公共的施設等を対象に、その管理者の同意を得た上で、被災

者が避難生活を送るための指定避難所をあらかじめ指定し、 

               住民への周知徹底を図るよ

う助言する。また、一般の指定避難所では生活することが困 

難な障害者等の要配慮者のため、社会福祉施設       

  等の福祉避難所の指定に努めるよう助言する。 

県は、市町村による指定緊急避難所等の指定に当たって

は、風向等の気象条件により指定緊急避難所等が使用できな

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P16) 

同上 

(H27.7 P447 

本 P32) 

 

福祉避難所開

設・運営マニ

ュアル（作成

モデル）整備

に伴う修正 

 (H30.6 P8) 
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くなる可能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する

よう助言する。また、国の協力のもと、広域避難に係る都道

府県間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を整備

する。 

県は、避難所として指定された建物については、必要に応

じ、衛生管理等避難生活の環境を良好に保つための設備の整

備に努めるよう、また、避難所等閉鎖後の除染措置を検討し

ておくよう助言する。 

５ 応急仮設住宅の供給体制等の整備（県総合政策局、土木部、

市町村、各防災関係機関） 

県は、国        、事業者等と連携を図りつつ、応

急仮設住宅の建設に要する資機材に関し、供給可能量を把握す

るなど、あらかじめ調達・供給体制を整備しておく。また、災

害に対する安全性                     

     に配慮しつつ、応急仮設住宅の用地に関し、建設可

能な用地を把握するなど、あらかじめ供給体制を整備してお

く。 

８ 避難所における設備等の整備（県総合政策局、観光・地域振

興局、厚生部、教育委員会、市町村） 

県、 氷見市及びその他の市町村は  、  避難所にお

いて、貯水槽、井戸、仮設トイレ、         マッ

ト、簡易ベッド、非常用電源、緊急用燃料、衛星携帯電話等

の通信機器等のほか、空調、ユニバーサルデザインのトイレ

など要配慮者にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の

くなる可能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する

よう助言する。また、国の協力のもと、広域避難に係る都道

府県間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を整備

する。 

県は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良

好な生活環境を確保するために、換気、照明等の施設の整備

に努めるよう、また、避難所等閉鎖後の除染措置を検討して

おくよう助言する。 

５ 応急仮設住宅の供給体制等の整備（県総合政策局、土木部、

市町村、各防災関係機関） 

県は、国（国土交通省等）、事業者等と連携を図りつつ、応

急仮設住宅の建設に要する資機材に関し、供給可能量を把握す

るなど、あらかじめ調達・供給体制を整備しておく。また、災

害に対する安全性や洪水、高潮、土砂災害、火山災害、雪崩災

害の危険性に配慮しつつ、応急仮設住宅の用地に関し、建設可

能な用地を把握するなど、あらかじめ供給体制を整備してお

く。 

８ 避難所における設備等の整備（県総合政策局、観光・地域振

興局、厚生部、教育委員会、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、指定避難所にお

いて、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マッ

ト、簡易ベッド、非常用電源、緊急用燃料、衛星携帯電話等

の通信機器等のほか、空調、ユニバーサルデザインのトイレ

など要配慮者にも配慮した                 施設・設備の整

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P17) 

(H30.6 P8) 

 

同上 

 

 

同上 

(H27.7 P18) 

 

 

 

同上 

(H27.7 P17) 
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整備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資す

るテレビ、防災ラジオ等の機器の整備を図る。       

９ 物資の備蓄に係る整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、

市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は  、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、常備

薬、炊出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努める

とともに、避難所として指定した学校等において、備蓄のための

スペース             、通信設備の整備等を進め

る。       

 第９ 避難所・避難方法等の周知（県総合政策局、市町村、各防

災関係機関、北陸電力） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、避難、スクリーニ

ング      、安定ヨウ素剤配布等の場所・避難方法（バ

ス等で避難する場合の一時集合場所、自家用車の利用、緊急避

難に伴う交通誘導、家庭動物との同行避難等を含む。）、屋内

退避の方法等について、日頃から住民への周知徹底に努めるよ

う助言する。 

（略） 

備に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資する

テレビ、防災ラジオ等の機器の整備を図るよう助言する。 

９ 物資の備蓄に係る整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、

市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、指定避難所  又

はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、

常備薬、炊出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に

努めるとともに、指定避難所となる施設   において、あら

かじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保、通信設備の整

備等を進めるよう助言する。 

第９ 避難所・避難方法等の周知（県総合政策局、市町村、各防

災関係機関、北陸電力） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、避難、避難退域時

検査及び簡易除染、安定ヨウ素剤配布等の場所・避難方法（バ

ス等で避難する場合の一時集合場所、自家用車の利用、緊急避

難に伴う交通誘導、家庭動物との同行避難等を含む。）、屋内

退避の方法等について、日頃から住民への周知徹底に努めるよ

う助言する。 

（略） 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

同上 

(H29.4 P8) 
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第 11 節  緊急輸送活動体制の整備 第 11 節  緊急輸送活動体制の整備  

第２ 緊急輸送路の確保体制等の整備 

１ 県は、多重化や代替性     を考慮しつつ、災害発生時

の緊急輸送活動のために確保すべき輸送施設（道路、港湾、

第２ 緊急輸送路の確保体制等の整備 

１ 県は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生

時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛
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漁港、飛行場等）及び輸送拠点（トラックターミナル、卸売

市場等）・集積拠点  について把握・点検し、緊急時にお

ける輸送機能の確保を図る。また、県は国と連携し、これら

を調整し、災害に対する安全性を考慮しつつ、関係機関と協

議の上、                      

                            

   緊急輸送ネットワークの形成を図るとともに、指定公共

機関その他の関係機関等に対する周知徹底に努める。 

２ 道路交通管理体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

国           、県、氷見市及びその他の市町村

は、各々が管理する情報板等の道路交通関連設備について、緊

急時を念頭に置いた整備に努める。             

        また、県警察は、緊急時の交通規制を円滑に

行うため、必要に応じ警備業者等との間に交通誘導の実施等 

応急対策業務に関する協定等の締結に努める。 

  ３ 運転者の義務等の周知（県警察本部） 

県警察は、  警察庁 と協力し、緊急時において道路交

通規制が実施された場合の運転者の義務等について周知を図

る。 

   

４ 広域的な交通管制体制の整備（県警察本部） 

県警察は、  警察庁 と協力し、緊急性の高い区域から

迅速・円滑に輸送を行っていくための広域的な交通管理体制

の整備に努める。 

行場等の輸送施設 及びトラックターミナル、卸売市場、展

示場、体育館等の輸送拠点について把握・点検し、緊急時に

おける輸送機能の確保を図る。また、県は国と連携し、これ

らを調整し、災害に対する安全性を考慮しつつ、関係機関と

協議の上、都道府県が開設する広域物資輸送拠点、市町村が

開設する地域内輸送拠点を経て、各指定避難所に支援物資を

届ける緊急輸送ネットワークの形成を図るとともに、指定公

共機関その他の関係機関等に対する周知徹底に努める。 

２ 道路交通管理体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

国（警察庁、国土交通省）、県、氷見市及びその他の市町村

は、各々が管理する情報板等の道路交通関連施設について災害

に対する安全性の確保を図るとともに、災害時の道路交通管理

体制を整備する。また、県警察は、災害時の交通規制を円滑に

行うため、     警備業者等との間に交通誘導の実施等の

応急対策業務に関する協定等の締結に努める。 

  ３ 運転者の義務等の周知（県警察本部） 

県警察は、国（警察庁）と協力し、災害時において道路交

通規制が実施された場合の運転者の義務等について周知を図

る。 

  

 ４ 広域的な交通管制体制の整備（県警察本部） 

県警察は、国（警察庁）と協力し、緊急性の高い区域から

迅速・円滑に輸送を行っていくための広域的な交通管理体制

を整備する。 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 H29.4P8 

 

 

 

 

 

 

 

 

同上 H27.7P15 

 

 

 

 

同上 

H27.7 P15 
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５ 道路情報の収集体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

県及び県警察         は、国、氷見市及びその

他の市町村の道路管理者等と協力し、緊急時の応急対策に関

する緊急輸送活動を円滑に行う緊急輸送路を確保するため、

被害状況や交通、気象等の把握のための装置や情報板などの

整備を行い、緊急輸送の確保体制の充実を図る。 

７ 運送事業者等との連携（県関係部局） 

県は 国        と連携し、必要に応じ、緊急輸

送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠

点における運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸

送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整備

を図る。 

８ 緊急輸送のための環境整備（県関係部局） 

県は 国             と連携し、物資の調

達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法

の標準化、物資の輸送拠点となる民間施設への非常用電源や

非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車両等への優先

的な燃料供給等の環境整備を推進する。 

９ 緊急通行車両標章交付のための事前届出制度（県総合政策

局、県警察本部） 

県は 国            と連携し、輸送協定を

締結した民間事業者等の車両については、緊急通行車両標章

交付のための事前届出制度が適用され、発災後、当該車両に

対して緊急通行車両標章を円滑に交付されることとなること

５ 道路情報の収集体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

県、県警察及び国（国土交通省）は、国、氷見市及びその

他の市町村の道路管理者等と協力し、緊急時の応急対策に関

する緊急輸送活動を円滑に行う緊急輸送路を確保するため、

被害状況や交通、気象等の把握のための装置や情報板などの

整備を行い、緊急輸送の確保体制の充実を図る。 

７ 運送事業者等との連携（県関係部局） 

県は、国（国土交通省等）と連携し、必要に応じ、緊急輸

送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠

点における運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸

送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整備

を図る。 

８ 緊急輸送のための環境整備（県関係部局） 

県は、国（経済産業省、国土交通省）と連携し、物資の調

達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法

の標準化、物資の輸送拠点となる民間施設への非常用電源や

非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車両等への優先

的な燃料供給等の環境整備を推進する。 

９ 緊急通行車両標章交付のための事前届出制度（県総合政策

局、県警察本部） 

県は、国（警察庁、経済産業省等）と連携し、輸送協定を

締結した民間事業者等の車両については、緊急通行車両標章

交付のための事前届出制度が適用され、発災後、当該車両に

対して緊急通行車両標章を円滑に交付されることとなること

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

H27.7 P15 

 

同上 

H27.7P11、

317？ 

 

 

 

同上 

(H27.7 P15) 

 

 

 

同上 

(H27.7 P11) 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H27.7 

P11) 
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から、民間事業者等に対して周知を行うとともに、自らも事

前届出を積極的にするなど、その普及を図るものとする。 

から、民間事業者等に対して周知を行うとともに、自らも事

前届出を積極的にするなど、その普及を図るものとする。 

第 12 節  救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備 第 12 節  救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備  

第１ 救助・救急活動用資機材の整備（県総合政策局、市町村） 

県は、国から整備すべき資機材に関する情報提供等を受け、

氷見市及びその他の市町村と協力し、必要な資機材の整備に努

めるとともに氷見市及びその他の市町村に対し、救助工作車、

救急自動車等の整備に努めるよう助言する。 

第５ 物資の調達、供給体制 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生部、

市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国と連携し、大規模な

原子力災害が発生した場合の被害を想定し、孤立が想定され

るなど地域の地理的条件等も踏まえて、必要とされる食料そ

の他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備

し、それらの供給のための計画を定めておく。また、備蓄を

行うに当たって、大規模な地震が発生した場合や、冬季に

は、物資の調達や輸送が平時のようには実施できないという

認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄するほか、物資の

性格に応じ、集中備蓄又は避難場所 の位置を勘案した分散

備蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点

を設けるなど、体制の整備に努める。 

３ 物資の要請体制・調達体制・輸送体制の整備（    農林

水産省、県総合政策局、厚生部、農林水産部、市町村、日本赤

第１ 救助・救急活動用資機材の整備（県総合政策局、市町村） 

県は、国から整備すべき資機材に関する情報提供等を受け、

氷見市及びその他の市町村と協力し、必要な資機材の整備に努

めるとともに氷見市及びその他の市町村に対し、救助工作車、

救急車  等の整備に努めるよう助言する。 

第５ 物資の調達、供給体制 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生部、

市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国と連携し、大規模な

原子力災害が発生した場合の被害を想定し、孤立が想定され

るなど地域の地理的条件等も踏まえて、必要とされる食料そ

の他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備

し、それらの供給のための計画を定めておく。また、備蓄を

行うに当たって、大規模な地震が発生した場合や、冬季に

は、物資の調達や輸送が平時のようには実施できないという

認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄するほか、物資の

性格に応じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を勘案した分散

備蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点

を設けるなど、体制の整備に努める。 

３ 物資の要請体制・調達体制・輸送体制の整備（内閣府、農林

水産省、県総合政策局、厚生部、農林水産部、市町村、日本赤

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H27.7 
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十字社富山県支部） 

国                           

          は、大規模な災害が発生し、通信手段の

途絶や行政機能の麻ひ等により、被災地方公共団体からの要請

が滞る場合等に対応するため、発災直後から一定期間は、要請

を待たずに避難場所 ごとの避難者数等に応じて食料等の物

資を調達し、被災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するも

のとされている。 

十字社富山県支部） 

国（内閣府、農林水産省、厚生労働省、経済産業省、消防庁、

国土交通省等）は、大規模な災害が発生し、通信手段の途絶や

行政機能の麻ひ等により、被災地方公共団体からの要請が滞る

場合等に対応するため、発災直後から一定期間は、要請を待た

ずに指定避難所ごとの避難者数等に応じて食料等の物資を調

達し、被災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するものとさ

れている。 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P19) 

(H29.4 P10) 

 

 

同上 

第 13 節 緊急時医療体制の整備 

第１ 医療資機材等の整備（原子力規制委員会、県医師会、県歯科

医師会、県薬剤師会、県看護協会、          県総合

政策局、厚生部、関係医療機関） 

第２ 緊急被ばく医療体制の構築（原子力規制委員会、    

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協

会、        、県総合政策局、厚生部、市町村、日本

赤十字社富山日本赤十字社富山県支部、関係医療機関） 

県は、国と協力し、被ばく医療機関を選定するなど、緊急被

ばく医療体制の整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

第 13 節 緊急時医療体制の整備 

第１ 医療資機材等の整備（原子力規制委員会、県医師会、県歯

科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県診療放射線技師会、県総

合政策局、厚生部、関係医療機関）  

 第２ 原子力災害医療体制の構築（原子力規制委員会、広島大学､

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県診療放射

線技師会、県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山

県支部、関係医療機関） 

（１） 原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関の整備 

ア 県は、国又は国が指定する原子力災害医療・総合支

援センターと協力して、原子力災害拠点病院の指定及

び原子力災害医療協力機関の募集など、原子力災害医

療体制の整備に努める。また、おおむね３年ごとに、

拠点病院及び協力機関が施設要件に合致しているか否

かを確認する。 

 

指針の改正に

伴う修正 

同上 

指針の改正に

伴う修正 
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イ 県は、次のとおり、原子力災害拠点病院を指定し、

原子力災害医療協力機関を登録するものとする。 

 数 市町村 機関名 

原 子 力
災 害 拠
点病院 

２ 富山市 
富山県立中央病院 

富山大学附属病院 

原 子 力
災 害 医
療 協 力
機関 

10 富山市 

富山市立富山市民病院 

富山赤十字病院 

富山県済生会富山病院 

富山市立富山まちなか病院 

国立病院機構富山病院 

富山県リハビリテーション病
院・こども支援センター 

公益社団法人富山県医師会 

公益社団法人富山県看護協会 

公益社団法人富山県薬剤師会 

公益社団法人富山県診療放射
線技師会 

４ 高岡市 

厚生連高岡病院 

高岡市民病院 

富山県済生会高岡病院 

地域医療機能推進機構高岡ふ
しき病院 

１ 魚津市 
労働者健康安全機構富山労災
病院 

１ 氷見市 金沢医科大学氷見市民病院 

１ 滑川市 厚生連滑川病院 

１ 黒部市 黒部市民病院 

１ 砺波市 市立砺波総合病院 

１ 
小矢部

市 

公立学校共済組合北陸中央病
院 

指針の改正に

伴う修正 
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（追加） 

 

 

 

３ 南砺市 

南砺市民病院 

公立南砺中央病院 

国立病院機構北陸病院 

１ 射水市 射水市民病院 

１ 上市町 かみいち総合病院 

１ 朝日町 あさひ総合病院 

※原子力災害拠点病院は、原子力災害医療協力機関では対応

が困難な被ばく傷病者等に対して専門的医療を実施し、必要

に応じて、国が指定する高度被ばく医療支援センター又は原

子力災害医療・総合支援センターへの転送を判断するほか、

原子力災害医療派遣チームを保有してその派遣体制を整備す

るものとする。 

※原子力災害医療協力機関は、次の項目のうち１項目以上を

実施するものとする。 

①被ばく傷病者等の初期診療及び救急診療 

②被災者の放射性物質による汚染の測定 

③原子力災害医療派遣チームの保有及びその派遣体制の整備 

④救護所への医療従事者の派遣 

⑤避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派

遣 

⑥県等が行う安定ヨウ素剤配布の支援 

⑦その他原子力災害発生時に必要な支援 

（２）原子力災害医療調整官の設置 

指針の改正に

伴う修正 
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県は、国                  と協力

し、被ばく医療機関及び一般病院等          

と連携して、一般災害における医療関係者を積極的に関与

させつつ、被ばく医療  体制のネットワークを構築する

よう努める。 

被ばく  医療体制の構築に当たっては、医療機関等が各

々の役割（トリアージ、救急処置、汚染検査、スクリーニン

グ指導、簡易除染、防護指導、健康相談、救護所・避難所等

への医療関係者の派遣、隣接自治体との連携等）を担うこと

が必要であり、平時から被ばく医療に対応できる公的病院そ

の他医療機関が連携した体制   と指揮系統を整備・確認

するよう努めるものとする。 

第４ 被ばく  医療に関する計画の作成（県総合政策局、厚生部） 

 県は、緊急被ばく医療及び救急 災害医療の関係者とも密

接な連携を図りつつ、実効的な緊急被ばく医療が行われるよ

う関係諸機関との整合性のある計画を作成するものとする。 

第５ 被ばく医療機関等      の教育・研修・訓練等（原子

力規制委員会、     県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、

県看護協会、          県総合政策局、厚生部、市町

村、日本赤十字社富山県支部、各医療機関） 

県は、原子力災害時に、県内外の原子力災害医療派遣チ

ームの派遣先の決定や傷病者等の搬送先の対応にあたる原

子力災害医療調整官をあらかじめ定めておくものとする。 

（３）医療機関等との連携体制の整備 

県は、国又は原子力災害医療・総合支援センターと協力

し、また原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関等

と連携して、一般災害における医療関係者を積極的に関与

させつつ、原子力災害医療体制のネットワークを構築する

よう努める。 

原子力災害医療体制の構築にあたっては、各医療機関等が

各々の役割（トリアージ、救急処置、避難退域時検査・指導、

簡易除染、防護指導、健康相談、救護所・避難所等への医療

従事者の派遣、隣接地方公共団体の救急・災害医療機関との

連携等）を担うことが必要であり、平時から救急・災害医療

機関が被ばく医療に対応できる体制と指揮系統を整備・確認

するよう努めるものとする。 

 第４ 原子力災害医療に関する計画の作成(県総合政策局､厚生部) 

県は、  被ばく医療及び救急・災害医療の関係者とも密

接な連携を図りつつ、実効的な原子力災害医療が行われるよ

う関係諸機関との整合性のある計画を作成するものとする。 

第５ 原子力災害医療に関係する機関の教育・研修・訓練等（原子

力規制委員会、広島大学、県医師会、県歯科医師会、県薬剤師

会、県看護協会、県診療放射線技師会、県総合政策局、厚生部、

市町村、日本赤十字社富山県支部、各医療機関） 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

字句修正（指針） 

 

 

 

 

 

指針の改定 

(H27.8 原案

P4） 

(H30.7P6) 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

同上 
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緊急被ばく医療の実践には、医療界全体で基本的な放射線医学

に関する知識を身に付けることが必要であり、国、県及び関係機

関は、相互に連携して、放射線被ばく、放射性物質による汚染、

汚染スクリーニング（汚染検査）、除染等に関する基本的な知識

や最新の情報について、医療関係者及び防災業務関係者等を対象

とした研修を実施する。 

特にスクリーニング作業に関しては、多数の住民をスクリー

ニングする必要が生じるため、氷見市及びその他の市町村の医

療関係者等を対象とし、多数の者が研修を受講できるようにす

るなど人材の育成に努める。 

 

【本県における初期被ばく医療機関及び二次被ばく医療機関】 

 数 市町村 病院名 

初
期
被
ば
く
医
療
機
関
（
２
２
病
院
） 

６ 富山市 

富山市民病院 

富山赤十字病院 

済生会富山病院 

富山逓信病院 

国立病院機構富山病院 

富山県リハビリテーション
病院・こども支援センター 

４ 高岡市 

厚生連高岡病院 

高岡市民病院 

済生会高岡病院 

社会保険高岡病院 

１ 魚津市 富山労災病院 

１ 氷見市 金沢医科大学氷見市民病院 

１ 滑川市 厚生連滑川病院 

１ 黒部市 黒部市民病院 

原子力災害医療の実践には、医療界全体で基本的な放射線医

学に関する知識を身に付けることが必要であり、県は、国及び

関係機関と相互に連携し、県内の原子力災害医療に関係する者

に対して、基礎的な研修及び実践的な研修・訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(本 P61) 

(H27.8 原 P4-

5 ) 
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１ 砺波市 市立砺波総合病院 

１ 
小矢部
市 

公立学校共済組合北陸中央
病院 

３ 南砺市 

南砺市民病院 

公立南砺中央病院 

国立病院機構北陸病院 

１ 射水市 射水市民病院 

１ 上市町 かみいち総合病院 

１ 朝日町 あさひ総合病院 

二
次
被
ば
く

医
療
機
関 

２ 富山市 

県立中央病院 

富山大学附属病院（診療支
援） 

※初期被ばく医療機関 

       汚染の有無にかかわらず救急診療を提供し、被ばく

患者に対する初期診療や二次被ばく医療機関への転送

の判断を行う。 

     ※二次被ばく医療機関 

       初期被ばく医療機関では対応が困難で、被ばく医療

に関する専門的な除染や診療を要する患者に対応し、

三次被ばく医療機関（広島大学）への転送の判断を行

う。 

     ※緊急被ばく医療体制については、今後、国において名

称や役割が整理された場合には、県はこれを踏まえた

対応を行う。 
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第 14 節  住民等への的確な情報伝達体制の整備 第 14 節  住民等への的確な情報伝達体制の整備  

第５ 多様なメディアの活用体制の整備（県経営管理部、市町村、

各報道機関、電気通信事業者） 

県、氷見市及びその他の市町村は、放送事業者、新聞社等の

報道機関の協力の下、コミュニティ放送局、ホームページ、ソ

ーシャルメディア等のインターネット、広報用電光掲示板、有

線放送、ＣＡＴＶ   、携帯情報端末の緊急速報メール機

能、ワンセグ放送、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の

多様なメディアの活用体制の整備に努める。なお、広報の担当

者は広報技術を習得した者が対応するよう努め、日頃から、よ

り高度な広報技術の習得に努める。 

第５ 多様なメディアの活用体制の整備（県経営管理部、市町村、

各報道機関、電気通信事業者） 

県、氷見市及びその他の市町村は、放送事業者、新聞社等の

報道機関の協力の下、コミュニティ放送局、ホームページ、ソ

ーシャルメディア等のインターネット、広報用電光掲示板、有

線放送、ケーブルテレビ、携帯情報端末の緊急速報メール機

能、ワンセグ放送、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の

多様なメディアの活用体制の整備に努める。なお、広報の担当

者は広報技術を習得した者が対応するよう努め、日頃から、よ

り高度な広報技術の習得に努める。 

 

 

 

 

 

他編と表記統一 

 

 

 

第 15 節  行政機関の退避計画及び業務継続計画（BCP）の策定（県総

合政策局、経営管理部、市町村） 

第 15 節  行政機関の退避計画及び業務継続計画（BCP）の策定（県総

合政策局、経営管理部、市町村） 

 

県、氷見市及びその他の市町村は、災害発生時の災害応急対策

等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要と

なる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の

準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、庁舎

の所在地が避難のための立ち退きの勧告又は指示を受けた地域に

含まれた場合の避難先をあらかじめ定めておくとともに、業務継

続計画（BCP）の策定等により、業務継続性の確保を図る。また、

実効性ある業務継続体制を確保するため、         

             必要な資源の継続的な確保、定期的

な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況

県、氷見市及びその他の市町村は、災害発生時の災害応急対策

等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要と

なる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の

準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、庁舎

の所在地が避難のための立ち退きの勧告又は指示を受けた地域に

含まれた場合の避難先をあらかじめ定めておくとともに、業務継

続計画（BCP）の策定等により、業務継続性の確保を図る。ま

た、実効性ある業務継続体制を確保するため、地域や想定される

災害の特性等を踏まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的

な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた

改定等を行う。 

の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた

改定等を行う。 

(H28.2 P3) 

第 16 節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発 第 16 節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発  

 第１ 住民にわかりやすい言葉での原子力防災知識の普及 

１ 放射性物質及び放射線の特性に関すること（低線量被ばくの

健康影響、汚染スクリーニングの目的を含む。） 

（追加） 

６ コンクリート屋内退避所、避難所に関すること 

７ 要配慮者への支援に関すること 

８ 緊急時に取るべき行動 

９ 避難所での運営管理、行動等に関すること。 

  第７ 災害から得られた知見や教訓の諸外国への情報発信（    

  原子力規制委員会、県総合政策局、市町村） 

災害の経験を通じて得られる防災対策に関する知見や教訓

は、我が国のみならず諸外国の防災対策の強化にも資すること

から、県は国      、氷見市及びその他の市町村と連携

し、災害から得られた知見や教訓を国際会議の場等を通じて諸

外国に広く情報発信・共有するよう努める。 

 第１ 住民にわかりやすい言葉での原子力防災知識の普及 

１ 放射性物質及び放射線の特性に関すること（低線量被ばくの

健康影響、避難退域時検査等 の目的を含む。） 

６ 屋内退避、避難、一時移転、避難退域時検査に関すること 

７ コンクリート屋内退避所、避難所に関すること 

８ 要配慮者への支援に関すること 

９ 緊急時に取るべき行動 

10 避難所での運営管理、行動等に関すること。 

  第７ 災害から得られた知見や教訓の諸外国への情報発信（内閣

府、原子力規制委員会、県総合政策局、市町村） 

災害の経験を通じて得られる防災対策に関する知見や教訓

は、我が国のみならず諸外国の防災対策の強化にも資すること

から、県は国（内閣府等）、氷見市及びその他の市町村と連携

し、災害から得られた知見や教訓を国際会議の場等を通じて諸

外国に広く情報発信・共有するよう努める。 

指針の改正に

伴う修正 

H27.8 原案 P9 

記載内容の充実 

 

番号繰り下げ 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H27.7 

P7) 

 (H27.7 P7) 

 

第 17 節 防災業務関係者の人材育成 第 17 節 防災業務関係者の人材育成  

さらに、研修成果を訓練等において具体的に確認するとともに、

原子力災害対策の特殊性を踏まえ、緊急時モニタリングや緊急被ば

く医療に関する研修の実施など、研修内容の充実・強化を図る。 

９ 緊急被ばく医療（応急手当と除染・汚染防止を含む）に関

すること 

さらに、研修成果を訓練等において具体的に確認するとともに、

原子力災害対策の特殊性を踏まえ、緊急時モニタリングや原子力災

害医療に関する研修の実施など、研修内容の充実・強化を図る。 

９ 原子力災害医療（応急手当と除染・汚染防止を含む）に関

すること 

指針の改正に

伴う修正 

 

指針の改正に

伴う修正 
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旧 新 備考 

第 18 節 防災訓練等の実施 第 18 節 防災訓練等の実施  

第１ 訓練計画の策定 

１ 実施項目 

（５）緊急被ばく医療訓練 

２ 総合的な防災訓練実施計画の企画立案への参画 

県、氷見市及びその他の市町村は、内閣府及び原子力規制

委員会が原災法第 13 条に基づき、総合的な防災訓練の実施

計画を作成する際には、緊急被ばく医療、緊急時モニタリン

グ、住民避難及び住民に対する情報提供など県及び氷見市等

が行うべき防災対策や、複合災害や重大事故等全面緊急事態

を具体的に想定した詳細な訓練シナリオを作成するなど、訓

練の実施計画の企画立案に共同して参画する。また、訓練の

目的、実施項目、反省点の抽出方法等について、志賀地域原

子力防災協議会において検討する。 

第３ 実践的な訓練の実施と事後評価（原子力規制委員会、内閣府、

自衛隊、県総合政策局、関係部局、市町村、各防災関係機関、

北陸電力） 

県、氷見市及びその他の市町村は、訓練を実施するにあた

り、当該訓練の目的、チェックすべき項目、達成レベルを具体

的に設定して行う。また、訓練終了後、国、北陸電力と協力

し、専門家も活用しつつ訓練の評価を実施するとともに、改善

点を明らかにし、必要に応じ、緊急時のマニュアルの作成、改 

 

第１ 訓練計画の策定 

１ 実施項目 

（５）原子力災害医療訓練 

２ 総合的な防災訓練実施計画の企画立案への参画 

県、氷見市及びその他の市町村は、内閣府及び原子力規制

委員会が原災法第 13 条に基づき、総合的な防災訓練の実施

計画を作成する際には、原子力災害医療、緊急時モニタリン

グ、住民避難及び住民に対する情報提供など県及び氷見市等

が行うべき防災対策や、複合災害や重大事故等全面緊急事態

を具体的に想定した詳細な訓練シナリオを作成するなど、訓

練の実施計画の企画立案に共同して参画する。また、訓練の

目的、実施項目、反省点の抽出方法等について、志賀地域原

子力防災協議会において検討する。 

第３ 実践的な訓練の実施と事後評価（原子力規制委員会、内閣

府、自衛隊、県総合政策局、関係部局、市町村、各防災関係機

関、北陸電力） 

県、氷見市及びその他の市町村は、訓練を実施するにあた

り、当該訓練の目的、チェックすべき項目、達成レベルを具体

的に設定して行う。また、訓練終了後、国、北陸電力と協力

し、専門家も活用しつつ訓練の評価を実施するとともに、改善

点を明らかにし、必要に応じ、緊急時のマニュアルの作成、改

 

 

字句修正(指針) 

 

 

 

同上 
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旧 新 備考 

定に活用するなど原子力防災体制の改善に取り組む。             

                    

定に活用するなど原子力防災体制の改善に取り組むとともに、

次回の訓練に反映させるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H27.7 

P15) 
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県地域防災計画（原子力災害編）改定案（第３章）  新旧対照表 

旧 新 備考 

第３章 原子力災害応急対策 第３章 原子力災害応急対策  

第２節  情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 第２節  情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保  

第１ 施設敷地緊急事態発生情報等の連絡 

１ 情報収集事態が発生した場合（原子力規制委員会、内閣

府、県総合政策局、市町村、各防災関係機関、北陸電力） 

（１）国からの連絡 

原子力規制委員会及び内閣府は、情報収集事態を認知し

た場合には、情報収集事態の発生及びその後の状況につい

て、関係省庁及び県、氷見市等の関係地方公共団体に対し

て情報提供を行うものとされている。また、情報収集事態

を認知した場合に設置される原子力規制委員会・内閣府原

子力事故合同警戒本部は、県、氷見市等の関係地方公共団

体に対し、連絡体制の確立等必要な体制とるよう連絡する

こととされている。 

２ 警戒事態が発生した場合（原子力規制委員会、内閣府、県

総合政策局、市町村、各防災関係機関、北陸電力） 

（１）国からの連絡 

原子力規制委員会及び内閣府は、警戒事態に該当する自

然災害を認知したとき又は北陸電力により報告された事象

が警戒事態に該当すると判断した場合には、警戒事態の発

生及びその後の状況について、関係省庁及び県、氷見市等

の関係地方公共団体に対して情報提供を行うものとされて

いる。また、内閣府                  

第１ 施設敷地緊急事態発生情報等の連絡 

１ 情報収集事態が発生した場合（原子力規制委員会、内閣

府、県総合政策局、市町村、各防災関係機関、北陸電力） 

（１）国からの連絡 

原子力規制委員会及び内閣府は、情報収集事態を認知し

た場合には、情報収集事態の発生及びその後の状況につい

て、関係省庁及び県、氷見市等の関係地方公共団体に対し

て情報提供を行うものとされている。また、情報収集事態

を認知した場合に設置される原子力規制委員会・内閣府合

同情報連絡室    は、県、氷見市等の関係地方公共団

体に対し、連絡体制の確立等必要な体制とるよう連絡する

こととされている。 

２ 警戒事態が発生した場合（原子力規制委員会、内閣府、県

総合政策局、市町村、各防災関係機関、北陸電力） 

（１）国からの連絡 

原子力規制委員会及び内閣府は、警戒事態に該当する自

然災害を認知したとき又は北陸電力により報告された事象

が警戒事態に該当すると判断した場合には、警戒事態の発

生及びその後の状況について、関係省庁及び県、氷見市等

の関係地方公共団体に対して情報提供を行うものとされて

いる。また、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H30.6 P38) 

 

 

 

 

 

 

 



 

 56 

旧 新 備考 

   は、県、氷見市等の関係地方公共団体に対し、連絡

体制の確立等必要な態勢をとるよう連絡する。 

３ 北陸電力から施設敷地緊急事態発生の通報があった場合（原

子力規制委員会、内閣府、県知事政策局、市町村、各防災関係

機関、北陸電力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戒本部は、県、氷見市等の関係地方公共団体に対し、連絡

体制の確立等必要な態勢をとるよう連絡する。 

３ 北陸電力から施設敷地緊急事態発生の通報があった場合（原

子力規制委員会、内閣府、県知事政策局、市町村、各防災関係

機関、北陸電力） 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H28.2 P36 
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事故通報（第１報「原災法第 10 条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図 

 

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

志賀原子力規制事務所

各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

原 子 力 規 制 委 員 会
原 子 力 規 政 制 庁
原 子 力 防 災 政 策 課

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局
電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

内閣府政策総括官付
（ 防 災 担 当 ）

関 係 省 庁

富 山 県

防災・危機管理課

（富 山 県 庁）

富 山 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

中 部 管 区 警 察 局
広 域 調 整 第 二 課

東 京 管 区 気 象 台
総 務 部 業 務 課

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部
防 衛 課 運 用 班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ０ 師 団
３ 部 防 衛 班

陸 上 自 衛 隊
第１４普通科連隊
第 ３ 科

伏木海上保安部警備救難課

富 山 地 方 気 象 台

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所
原 子 力 防 災 管 理 者

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本 部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部

原 子 力 緊 急 事 態
支 援 組 織

氷 見 市
地 域 防 災 室

氷 見 警 察 署

氷 見 消 防 本 部

そ の 他 の 市 町 村

その他の消防本部

内 閣 府
（ 内 閣 総 理 大 臣 ）

各報道機関

旧 
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事故通報（第１報「原災法第 10 条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図 

 

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

志賀原子力規制事務所

各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

原 子 力 規 制 委 員 会
原 子 力 規 政 制 庁
総 務 課
事 故 対 処 室

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局
電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

内閣府政策総括官付
（ 防 災 担 当 ）

関 係 省 庁

富 山 県

防災・危機管理課

（富 山 県 庁）

富 山 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

中 部 管 区 警 察 局
広 域 調 整 第 二 課

東 京 管 区 気 象 台
総 務 部 業 務 課

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部
防 衛 課 運 用 班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ０ 師 団
３ 部 防 衛 班

陸 上 自 衛 隊
第１４普通科連隊
第 ３ 科

伏木海上保安部警備救難課

富 山 地 方 気 象 台

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所
原 子 力 防 災 管 理 者

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本 部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部

原 子 力 緊 急 事 態
支 援 組 織

氷 見 市
地 域 防 災 課

氷 見 警 察 署

氷 見 消 防 本 部

そ の 他 の 市 町 村

その他の消防本部

内 閣 府
（ 内 閣 総 理 大 臣 ）

各報道機関

新 
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旧 新 備考 

（１）北陸電力の通報 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態発生

後又は発生の通報を受けた場合、県をはじめ官邸(内閣官

房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警察、原子力

防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部及び伏木海上保

安部等に対して、直ちに、「特定事象発生通報」（原子力

事業者防災業務計画様式７）をファクシミリ等により一斉

に送信する。さらに、送信後、直ちに県をはじめ官邸（内

閣官房）、原子力規制委員会、内閣府、氷見市及び県警察

等主要な機関等に対してはその着信を確認する。なお、県

は通報を受けた事象に対する北陸電力への問い合わせにつ

いては簡潔、明瞭に行うよう努める。 

（４）原子力防災専門官の確認等 

原子力保安検査官等現地に派遣された原子力規制庁の職

員は、施設敷地緊急事態発生後、直ちに現場の状況等を確認

し、その結果について、速やかに原子力防災専門官に連絡す

ることとされ、また、原子力防災専門官は、収集した情報を

整理し、県をはじめ国、指定行政機関、関係省庁、氷見市等

に連絡する。 

４ 県のモニタリングポストで施設敷地緊急事態発生の通報を行

うべき数値の検出を発見した場合（県総合政策局、北陸電力） 

（１）国及び北陸電力への連絡等 

県は、国及び北陸電力から通報がない状態において、県が

（１）北陸電力の通報 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態発生

後又は発生の通報を受けた場合、県をはじめ官邸(内閣官

房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警察、原子力

防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部及び伏木海上保

安部等に対して、直ちに、「特定事象発生通報」（原子力

事業者防災業務計画様式９）をファクシミリ等により一斉

に送信する。さらに、送信後、直ちに県をはじめ官邸（内

閣官房）、原子力規制委員会、内閣府、氷見市及び県警察

等主要な機関等に対してはその着信を確認する。なお、県

は通報を受けた事象に対する北陸電力への問い合わせにつ

いては簡潔、明瞭に行うよう努める。 

（４）原子力防災専門官の確認等 

         現地に派遣された原子力規制庁の職

員は、原子力災害発生場所の状況を把握し、緊急時対応セン

ター(原子力規制庁)に随時連絡し、その結果について、速や

かに原子力防災専門官に連絡することとされ、また、原子力

防災専門官は、収集した情報を整理し、県をはじめ国、指定

行政機関、関係省庁、氷見市等に連絡する。 

４ 県のモニタリングポストで施設敷地緊急事態発生の通報を行

うべき数値の検出を発見した場合（県総合政策局、北陸電力） 

（１）国及び北陸電力への連絡等 

県は、国及び北陸電力から通報がない状態において、県が
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旧 新 備考 

設置しているモニタリングポストにより施設敷地緊急事態

発生の通報を行うべき数値の検出を発見した場合は、直ちに

国の原子力防災専門官            に連絡す

るとともに、必要に応じ北陸電力に確認を行う。 

 

設置しているモニタリングポストにより施設敷地緊急事態

発生の通報を行うべき数値の検出を発見した場合は、直ちに

国の原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官に連絡す

るとともに、必要に応じ北陸電力に確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P455) 

(H30.6 P39) 

(本 P248) 
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事故通報（第２報以降）通報連絡系統図 

  

各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

原 子 力 規 制 委 員 会
原 子 力 規 制 庁
原 子 力 防 災 政 策 課

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局
電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

国 原子力災害対策本部
（ 内 閣 府 内 ）

又 は

関 係 省 庁
事 故 対 策 連 絡 会 議

富 山 県

災 害 対 策 本 部

（富 山 県 庁）

富 山 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

消 防 庁
特 殊 災 害 室

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部
防 衛 課 運 用 班

陸上自衛隊
第１０師団
３部防衛班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ４ 普 通 科 連 隊
第 ３ 科

富 山 地 方 気 象 台

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

オフサイトセンター

原子力災害合同対策協議会
（現地事故対策連絡協議会）

国の原子力災害現地対策本部

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本 部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部

志賀原子力規制事務所

原 子 力 緊 急 事 態
支 援 組 織

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

伏木海上保安部警備救難課

氷 見 市
地 域 防 災 室

そ の 他 の 市 町 村

氷 見 消 防 本 部

その他の消防本部

氷 見 警 察 署

県現地災害対策本部

内 閣 府
（ 内 閣 総 理 大 臣 ）

各報道機関

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所
原 子 力 防 災 管 理 者

旧 
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事故通報（第２報以降）通報連絡系統図 

  

各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

原 子 力 規 制 委 員 会
原 子 力 規 制 庁
総 務 課
事 故 対 処 室

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局
電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

国 原子力災害対策本部
（ 内 閣 府 内 ）

又 は

関 係 省 庁
事 故 対 策 連 絡 会 議

富 山 県

災 害 対 策 本 部

（富 山 県 庁）

富 山 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

消 防 庁
特 殊 災 害 室

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部
防 衛 課 運 用 班

陸上自衛隊
第１０師団
３部防衛班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ４ 普 通 科 連 隊
第 ３ 科

富 山 地 方 気 象 台

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

オフサイトセンター

原子力災害合同対策協議会
（現地事故対策連絡協議会）

国の原子力災害現地対策本部

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本 部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部

志賀原子力規制事務所

原 子 力 緊 急 事 態
支 援 組 織

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

伏木海上保安部警備救難課

氷 見 市
地 域 防 災 課

そ の 他 の 市 町 村

氷 見 消 防 本 部

その他の消防本部

氷 見 警 察 署

県現地災害対策本部

内 閣 府
（ 内 閣 総 理 大 臣 ）

各報道機関

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所
原 子 力 防 災 管 理 者

新 
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旧 新 備考 

  （１）北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態の発

生の通報を行った場合には、直ちに原子力災害の発生又は

拡大の防止のために必要な応急対策を行い、県をはじめ官

邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警

察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部、伏

木海上保安部、国の関係省庁事故対策連絡会議及び現地事

故対策連絡会議に対して、発電所の応急対策の概要、発電

所の状況、被害の状況等を定期的に「応急措置の概要」

（原子力事業者防災業務計画様式９）により通報連絡す

る。北陸電力は、放射性物質の放出状況（量、組成、継続

時間等）に関する詳しい情報が得られない場合も、得られ

た情報は速やかに各機関に連絡する。 

２ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急

活動情報、被害情報等の連絡）（内閣府、原子力規制委員会、

県総合政策局、関係部局、氷見市、各防災関係機関、北陸電力） 

（１） 北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、通報に係る事象が全面緊急

事態に至った場合は、原子力事業者防災業務計画（第３章第３

節（１））に基づき、直ちに「原災法第 15 条第１項の基準に

達したときの報告様式」（原子力事業者防災業務計画様式 11）

により、県をはじめ官邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣

府、氷見市、県警察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市

  （１）北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態の発

生の通報を行った場合には、直ちに原子力災害の発生又は

拡大の防止のために必要な応急対策を行い、県をはじめ官

邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警

察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部、伏

木海上保安部、国の関係省庁事故対策連絡会議及び現地事

故対策連絡会議に対して、発電所の応急対策の概要、発電

所の状況、被害の状況等を定期的に「応急措置の概要」

（原子力事業者防災業務計画様式 11）により通報連絡す

る。北陸電力は、放射性物質の放出状況（量、組成、継続

時間等）に関する詳しい情報が得られない場合も、得られ

た情報は速やかに各機関に連絡する。 

２ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急

活動情報、被害情報等の連絡）（内閣府、原子力規制委員会、

県総合政策局、関係部局、氷見市、各防災関係機関、北陸電力） 

（１）北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、通報に係る事象が全面緊急

事態に至った場合は、原子力事業者防災業務計画 第３章第３

節（１） に基づき、直ちに「特定事象発生通報       

          」（原子力事業者防災業務計画様式９）

により、県をはじめ官邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣

府、氷見市、県警察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者防災業
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旧 新 備考 

消防本部、伏木海上保安部、原子力災害合同対策協議会等に対

して、通報連絡する。 

（２）オフサイトセンターにおける情報収集 

国の原子力災害対策本部は、全面緊急事態が発生したと判

断した場合は、直ちに県、関係省庁及び指定行政機関に連絡

を行う。 

県及び氷見市は、国の原子力災害現地対策本部、立地県である

石川県、指定公共機関                    

                       、指定地方公

共機関、北陸電力及びその他関係機関とともに、オフサイトセン

ターにおいて   、施設の状況の把握、モニタリング情報の把

握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避状況の把握等を担

う機能班にそれぞれ職員を配置することにより、常時継続的に必

要な情報を      共有するとともに、県が行う緊急事態応

急対策について必要な調整を行う。 

（３）オフサイトセンターにおける情報提供 

県及び氷見市は、オフサイトセンターに派遣した職員に対

し、県が行う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に

関する情報を随時連絡するとともに、派遣職員は、国の原子

力災害対策本部に連絡する。 

なお、原子力防災専門官            等現地

に派遣された国の職員は、オフサイトセンターにおいて、必

要な情報の収集・整理を行うとともに、県、氷見市等の市町

消防本部、伏木海上保安部、原子力災害合同対策協議会等に対

して、通報連絡する。 

（２）オフサイトセンターにおける情報収集 

国の原子力災害対策本部は、全面緊急事態が発生したと判

断したことを、直ちに県、関係省庁及び指定行政機関に連絡

を行う。 

県及び氷見市は、国の原子力災害現地対策本部、立地県である

石川県、指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）、指定地方公

共機関、北陸電力及びその他関係機関とともに、オフサイトセン

ターに職員を派遣し、施設の状況   、モニタリング情報   

 、医療関係情報   、住民避難・屋内退避状況   等    

                           必

要な情報を常時継続的に共有するとともに、県が行う緊急事態応

急対策について必要な調整を行う。 

（３）オフサイトセンターにおける情報提供 

県及び氷見市は、オフサイトセンターに派遣した職員に対

し、県が行う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に

関する情報を随時連絡するとともに、派遣職員は、国の原子

力災害対策本部に連絡する。 

なお、原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官等現地

に配置された国の職員は、オフサイトセンターにおいて、必

要な情報の収集・整理を行うとともに、県、氷見市等の市町
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旧 新 備考 

村をはじめ、北陸電力、関係機関等の間の連絡・調整等を引

き続き行うこととされている。 

第３ 一般回線が使用できない場合の対処（原子力規制委員会、内閣府、

県総合政策局、経営管理部、市町村、電気通信事業者） 

国の原子力災害対策本部は、県及び住民に対して、必要に応

じ、衛星電話、インターネットメール、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等多様

な通信手段を用いて、原子力災害対策本部の指示等を確実に伝

達する。県は、伝達された内容を氷見市及びその他の全市町村

に連絡する。 

第３節  活動体制の確立 

第２ 原子力災害合同対策協議会への出席等 

村をはじめ、北陸電力、関係機関等の間の連絡・調整等を引

き続き行うこととされている。 

第３ 一般回線が使用できない場合の対処（原子力規制委員会、内閣府、

県総合政策局、経営管理部、市町村、電気通信事業者） 

国の原子力災害対策本部は、県及び住民に対して、必要に応

じ、衛星電話、インターネットメール        等多様

な通信手段を用いて、原子力災害対策本部の指示等を確実に伝

達する。県は、伝達された内容を氷見市及びその他の全市町村

に連絡する。 

第３節  活動体制の確立 

第２ 原子力災害合同対策協議会への出席等 

 (H27.7 P456) 

(H30.6 P39) 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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新 

避難退域時検査、簡易除 

染等、緊急被ばく医療に 

関する情報収取 
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旧 新 備考 

第３ 専門家の派遣要請（原子力規制委員会、県総合政策局、氷

見市、北陸電力） 

    県は、施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、必要に

応じ、あらかじめ定められた手続きに従い、国       

    及び関係機関に対して専門家の派遣を要請するもの

とする。 

 第４ 応援要請及び職員の派遣要請等 

  １ 応援要請（県総合政策局、県警察本部、市町村） 

県警察は、必要に応じ、  警察庁 を通じ全国都道府県

警察に対して警察災害派遣隊の出動を要請する。 

 第５ 自衛隊の派遣要請等（自衛隊、県総合政策局、市町村） 

３ 自衛隊の救助活動 

（７）緊急時のスクリーニング及び  除染 

第３ 専門家の派遣要請（原子力規制委員会、県総合政策局、氷

見市、北陸電力） 

    県は、施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、必要に

応じ、あらかじめ定められた手続きに従い、国（原子力規制

委員会）及び関係機関に対して専門家の派遣を要請するもの

とする。 

 第４ 応援要請及び職員の派遣要請等  

１ 応援要請（県総合政策局、県警察本部、市町村） 

県警察は、必要に応じ、国（警察庁）を通じ全国都道府県

警察に対して警察災害派遣隊の出動を要請する。 

 第５ 自衛隊の派遣要請等（自衛隊、県総合政策局、市町村） 

３ 自衛隊の救助活動 

（７）避難退域時検査及び簡易除染 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P324) 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P30) 

同上 

(H28.2 P38) 

第４節 緊急時モニタリング 第４節 緊急時モニタリング  

第２ 初期対応段階の緊急時モニタリングの実施（原子力規制委

員会、県総合政策局、生活環境文化部、関係部局、市町村、北

陸電力） 

２ 警戒事態の環境放射線モニタリング 

県は、固定観測局等の稼働状況を確認し、異常がある場合

には、代替機の設置や修理等を行うとともに、平常時モニタ

リングの強化を行い、緊急時モニタリングの準備を開始す

る。また、  原子力規制委員会 との連絡手段の確認等を

行い、オフサイトセンターに要員を派遣するなど、必要に応

第２ 初期対応段階の緊急時モニタリングの実施（原子力規制委

員会、県総合政策局、生活環境文化部、関係部局、市町村、北

陸電力） 

２ 警戒事態の環境放射線モニタリング 

県は、固定観測局等の稼働状況を確認し、異常がある場合

には、代替機の設置や修理等を行うとともに、平常時モニタ

リングの強化を行い、緊急時モニタリングの準備を開始す

る。また、国（原子力規制委員会）との連絡手段の確認等を

行い、オフサイトセンターに要員を派遣するなど、必要に応
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旧 新 備考 

じて、国による緊急時モニタリングセンターの立上げ準備に

協力する。 

３ 施設敷地緊急事態以降の緊急時モニタリング 

（１）緊急時モニタリングセンターの設置 

施設敷地緊急事態が発生した場合には、国は、緊急時モ

ニタリングセンターを設置することとされている。 

県は、国          による緊急時モニタリン

グセンターの立上げに、必要に応じて協力する。 

（２）緊急時モニタリング実施計画の策定 

国         は、原子力災害対策指針に基づ

き、県及び立地県である石川県の緊急時モニタリング計画

を基に、周辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、ま

た、原子力施設の状況等を参考にしつつ、緊急時モニタリ

ング実施計画を策定することとされている。 

（４）緊急時モニタリング実施計画の改定への参画 

国          は、発電所の状況、放射線状況

及び防護措置の実施状況等に応じて、緊急時モニタリング

実施計画を改定するものとされている。 

第４ 緊急時の公衆の被ばく線量の実測（原子力規制委員会、県

総合政策局、関係部局） 

国              、指定公共機関         

                                

じて、国による緊急時モニタリングセンターの立上げ準備に

協力する。 

３ 施設敷地緊急事態以降の緊急時モニタリング 

（１）緊急時モニタリングセンターの設置 

施設敷地緊急事態が発生した場合には、国は、緊急時モ

ニタリングセンターを設置することとされている。 

県は、国（原子力規制委員会）による緊急時モニタリン

グセンターの立上げに、必要に応じて協力する。 

（２）緊急時モニタリング実施計画の策定 

国（原子力規制委員会）は、原子力災害対策指針に基づ

き、県及び立地県である石川県の緊急時モニタリング計画

を基に、周辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、ま

た、原子力施設の状況等を参考にしつつ、緊急時モニタリ

ング実施計画を策定することとされている。 

（４）緊急時モニタリング実施計画の改定への参画 

国（原子力規制委員会）は、発電所の状況、放射線状況

及び防護措置の実施状況等に応じて、緊急時モニタリング

実施計画を改定するものとされている。 

第４ 緊急時の公衆の被ばく線量の実測（原子力規制委員会、県

総合政策局、関係部局） 

国（原子力規制委員会、環境省）、指定公共機関（国立研究

開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原 
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旧 新 備考 

         、県及び氷見市等の市町村は連携し、原子

力緊急事態宣言発出後、健康調査・健康相談を適切に行う観点

から、発災後一週間以内を目途に緊急時における放射性ヨウ素

の吸入による内部被ばくの把握を、一ヶ月以内を目途に放射性

セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに、

速やかに外部被ばく線量の推計等を行うための行動調査を行

う。 

子力研究開発機構）、県及び氷見市等の市町村は連携し、原

子力緊急事態宣言発出後、健康調査・健康相談を適切に行う観

点から、発災後一週間以内を目途に緊急時における放射性ヨウ

素の吸入による内部被ばくの把握を、一ヶ月以内を目途に放射

性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うととも

に、速やかに外部被ばく線量の推計等を行うための行動調査を

行う。 

第５節  避難等の防護活動 第５節  避難等の防護活動  

第１ 屋内退避、避難等の防護対策の概念 

１ 屋内退避 

（２）ＵＰＺにおける措置（第１章 第６節 第１ 1「緊急時防

護措置を準備する区域」参照） 

  ２ 避難及び一時移転 

    避難及び一時移転は、いずれも住民等が一定量以上の被ばく

を受ける可能性がある場合にとるべき防護措置であり、放射性

物質又は放射線の放出源から離れることにより、被ばくの低減

を図るものである。このうち、避難は、空間放射線量率等が高

い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れるため緊急

で実施するものであり、一時移転は、緊急の避難が必要な場合

と比較して空間放射線量率等は低い地域ではあるが、日常生活

を継続した場合の無用の被ばくを低減するため、一定期間のう

ちに当該地域から離れるため実施するものである。避難場所 

等については、事前にモニタリングにより汚染の状況を確認す

第１ 屋内退避、避難等の防護対策の概念 

１ 屋内退避 

（２）ＵＰＺにおける措置（第１章 第６節 第１ 1「緊急 防

護措置を準備する区域」参照） 

２ 避難及び一時移転 

    避難及び一時移転は、いずれも住民等が一定量以上の被ばく

を受ける可能性がある場合にとるべき防護措置であり、放射性

物質又は放射線の放出源から離れることにより、被ばくの低減

を図るものである。このうち、避難は、空間放射線量率等が高

い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れるため緊急

で実施するものであり、一時移転は、緊急の避難が必要な場合

と比較して空間放射線量率等は低い地域ではあるが、日常生活

を継続した場合の無用の被ばくを低減するため、一定期間のう

ちに当該地域から離れるため実施するものである。指定避難所 

等については、事前にモニタリングにより汚染の状況を確認す
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旧 新 備考 

るとともに、そこに移動してきた住民等の内部被ばくの抑制や

皮膚被ばくの低減等の観点から、スクリーニングとその結果に

応じて  除染 を行う。 

 第２ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 

１ 屋内退避又は避難のための勧告又は指示の連絡、確認等

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村） 

（１）避難、屋内退避等の防護措置の実施 

原子力規制委員会が施設の状況や緊急時モニタリング結

果等を踏まえて、避難又は一時移転の実施の必要性を判断

して、国の原子力災害対策本部は、輸送手段、経路、避難

所の確保等の要素を考慮して避難等の指示を県に対して行

う。                        

                          

                          

                          

                  

（２）国及び県からの指示・助言 

放射性物質が放出された後は、国は、地方公共団体に対

し、緊急事態の状況により、ＯＩＬに基づき緊急時モニタ

リングの結果に応じて       地方公共団体が行う

避難、一時移転等の緊急事態応急対策の実施について、指

示、助言等を行うこととされている。国が指示を行うに当

るとともに、そこに移動してきた住民等の内部被ばくの抑制や

皮膚被ばくの低減等の観点から、避難退域時検査とその結果に

応じて簡易除染等を行う。 

第２ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 

１ 屋内退避又は避難のための勧告又は指示の連絡、確認等

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村） 

（１）避難、屋内退避等の防護措置の実施 

原子力規制委員会が施設の状況や緊急時モニタリング結

果等を踏まえて、避難又は一時移転の実施の必要性を判断

して、国の原子力災害対策本部は、輸送手段、経路、避難

所の確保等の要素を考慮して避難等の指示を県に対して行

う。また、複合災害が発生した場合においても人命の安全

を第一とし、自然災害による人命への直接的なリスクが極

めて高い場合等には，自然災害に対する避難行動をとり、

自然災害に対する安全が確保された後に、原子力災害に対

する避難行動をとることを基本とする。 

（２）国及び県からの指示・助言 

放射性物質が放出された後は、国は、地方公共団体に対

し、                  緊急時モニタ

リングの結果に応じたＯＩＬに基づき地方公共団体が行う

避難、一時移転等の緊急事態応急対策の実施について、指

示、助言等を行うこととされている。国が指示を行うに当

指針の改正に

伴う修正 

(H27.8 パ P56 
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旧 新 備考 

たり、国から事前に指示案を伝達された知事は、当該指示

案に対して速やかに意見を述べる。 

また、県は、市町村から求めがあった場合には、国によ

る助言以外にも避難指示又は避難勧告の対象地域、判断時

期について、助言する。                

                           

    

２ 運送事業者への要請 

県は、緊急事態応急対策の実施のため緊急の必要があると

認める場合は、運送事業者である指定公共機関        

又は指定地方公共機関        に対し、運送すべき

人並びに運送すべき場所及び期日を示して、被災者の運送を

要請する。 

なお、県は、運送事業者である指定公共機関       

  又は指定地方公共機関         が正当な理由が

ないのに要請に応じないときは、被災者の保護の実施のため

に特に必要があるときに限り、当該機関に対し、当該運送を

行うべきことを指示するものとする。 

３ 避難に資する情報の提供（原子力規制委員会、内閣府、気

象庁、県総合政策局、市町村） 

県は、住民等の避難誘導に当たっては、氷見市及びその他

の市町村に協力し、住民等に向けて、避難やスクリーニング

等     の場所の所在、災害の概要、緊急時モニタリン

たり、国から事前に指示案を伝達された知事は、当該指示

案に対して速やかに意見を述べる。 

また、県は、市町村から求めがあった場合には、国によ

る助言以外にも避難勧告等     の対象地域、判断時

期について、助言する。さらに、県は、時機を失すること

なく避難勧告等が発令されるよう、市町村に積極的に助言

する。 

２ 運送事業者への要請 

県は、緊急事態応急対策の実施のため緊急の必要があると

認める場合は、        指定公共機関（運送事業者

等）又は指定地方公共機関（運送事業者等）に対し、運送す

べき人並びに運送すべき場所及び期日を示して、被災者の運

送を要請する。 

なお、県は、       指定公共機関（運送事業者

等）又は指定地方公共機関（運送事業者等）が正当な理由が

ないのに要請に応じないときは、被災者の保護の実施のため

に特に必要があるときに限り、当該機関に対し、当該運送を

行うべきことを指示するものとする。 

３ 避難に資する情報の提供（原子力規制委員会、内閣府、気

象庁、県総合政策局、市町村） 

県は、住民等の避難誘導に当たっては、氷見市及びその他

の市町村に協力し、住民等に向けて、避難や避難退域時検査

及び簡易除染の場所の所在、災害の概要、緊急時モニタリン

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

（H29.4 

P12.16) 

 

 

同上 

(H27.7 P37) 

 

 

同上 

(H27.7 P38) 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 



 

 73 

旧 新 備考 

グ結果や参考となる気象情報、その他の避難に資する情報の

提供に努める。 

また、県は、避難やスクリーニング等     の場所の

所在、災害の概要等の情報について、国の原子力災害現地対

策本部等に対しても情報提供する。 

５ 市町村を越えて避難する場合の受入先の市町村との協議

（県総合政策局、市町村） 

県は、国の協力のもと、市町村の区域を越えて避難を行う必

要が生じた場合は、受入先の市町村に対し、収容施設の供与及

びその他の災害救助の実施に協力するよう要請する。また、こ

の場合、県は受入先の市町村と協議の上、要避難区域の市町村

に対し避難所となる施設を示す。 

 第３ 避難所等 

  １ 避難及びスクリーニング等    の場所の周知徹底等

（県総合政策局、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、必要に応じて、

緊急時に開設する指定避難場所及びスクリーニング等   

の場所の住民等に対する周知徹底             

     について支援する。また、必要があれば、あらか

じめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全

性を確認の上、管理者の同意を得て避難所等として開設する

ことを支援する。さらに、高齢者等の要配慮者に配慮して、

グ結果や参考となる気象情報、その他の避難に資する情報の

提供に努める。 

また、県は、避難や避難退域時検査及び簡易除染の場所の

所在、災害の概要等の情報について、国の原子力災害現地対

策本部等に対しても情報提供する。 

５ 市町村を越えて避難する場合の受入先の市町村との協議

（県総合政策局、市町村） 

県は、国の協力のもと、市町村の区域を越えて避難を行う必

要が生じた場合は、受入先の市町村に対し、受入施設の供与及

びその他の災害救助の実施に協力するよう要請する。また、こ

の場合、県は受入先の市町村と協議の上、要避難区域の市町村

に対し避難所となる施設を示す。 

第３ 避難所等 

   １ 避難や避難退域時検査及び簡易除染の場所の周知徹底等

（県総合政策局、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、必要に応じて、

緊急時に開設する指定避難所や避難退域時検査及び簡易除染

の場所の住民等に対する周知徹底や要配慮者のため、福祉避

難所の開設について支援する。また、必要があれば、あらか

じめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全

性を確認の上、管理者の同意を得て避難所等として開設する

ことを支援する。さらに、高齢者等の要配慮者に配慮して、

(H28.2 P34) 
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旧 新 備考 

福祉避難所のほか、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所

として借り上げるなど、多様な避難所の確保を支援する。 

２ 避難場所等 の適切な運営管理に対する支援等（県総合政策

局、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、避難場所等 における正確な

情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難

者、住民、自主防災組織                    

    等の協力を得ながら必要な体制を整える。  

この際、県は、各  避難場所の適切な運営管理を支援する。 

３ 避難者等の情報の把握及び国への報告（県総合政策局、厚生

部、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村と連携し、それぞれの  

 避難所に収容されている避難者に係る情報の早期把握に努

め、国等への報告を行う。また、民生委員・児童委員、介護

サービス事業者、障害福祉サービス者等は、        

  要配慮者の居場所や安否情報に努め、把握した情報につ

いて県及び市町村に提供するものとする。 

４   避難所における生活環境の良好な維持（県総合政策局、

生活環境文化部、厚生部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、県と連携し、  避難所に

おける生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努

める。 

福祉避難所のほか、       旅館・ホテル等を避難所

として借り上げるなど、多様な避難所の確保を支援する。 

２ 指定避難所等の適切な運営管理に対する支援等（県総合政策

局、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、指定避難所等における正確な

情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難

者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有した

外部支援者等の協力を得ながら必要な体制を整える。  

この際、県は、各指定避難所等の適切な運営管理を支援する。 

３ 避難者等の情報の把握       （県総合政策局、厚生

部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、県と連携し、それぞれの指

定避難所に受入れ ている避難者に係る情報の早期把握に努

める。        また、民生委員・児童委員、介護サ

ービス事業者、障害福祉サービス者等は、避難行動要支援者

等の要配慮者の居場所や安否情報に努め、把握した情報につ

いて県及び市町村に提供するものとする。 

４ 指定避難所における生活環境の良好な維持（県総合政策局、

生活環境文化部、厚生部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、県と連携し、指定避難所に

おける生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努

める。 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H28.5 P6) 

 

 

 

同上 

(H27.7 P38) 

(H28.5 P7) 

(H30、6P13) 
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の修正に伴う

修正 

(H30.6 P13) 
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  避難所の運営に当たっては、市町村は、食事供与の状

況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じ

る。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確

保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び

利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養

士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確

保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状況など、避難者

の健康状態や  避難所の衛生状態の確保に努めるととも

に、女性に適した生活環境となるよう、必要な措置を講じる

よう努める。さらに、必要に応じ、  避難所における家庭

動物のためのスペースの確保に努める。 

なお、県は、氷見市及びその他の市町村が  避難所にお

いて実施する仮設トイレ         の早期設置や、

清掃、し尿及びごみの収集処理等について支援する。 

５ 避難者への心身のケア（県総合政策局、生活環境文化部、厚

生部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国（厚生労働省）と連携

し、  避難所における被災者が常に良好な衛生状態を保つよ

う努める。 

  避難所の運営に当たっては、  避難所における被災者

は、生活環境の激変に伴い、心身双方の健康に不調をきたす可

能性が高いため、市町村は、被災者の健康状態を十分把握し、

必要に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行う。 

指定避難所の運営に当たっては、市町村は、食事供与の状

況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じ

る。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確

保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び

利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養

士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確

保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状況など、避難者

の健康状態や指定避難所の衛生状態の確保に努めるととも

に、女性に適した生活環境となるよう、必要な措置を講じる

よう努める。さらに、必要に応じ、指定避難所における家庭

動物のためのスペースの確保に努める。 

なお、県は、氷見市及びその他の市町村が指定避難所にお

いて実施する仮設トイレやマンホールトイレの早期設置や、

清掃、し尿及びごみの収集処理等について支援する。 

５ 避難者への心身のケア（県総合政策局、生活環境文化部、厚

生部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国（厚生労働省）と連携

し、指定避難所における被災者が常に良好な衛生状態を保つよ

う努める。 

指定避難所の運営に当たっては、指定避難所における被災者

は、生活環境の激変に伴い、心身双方の健康に不調をきたす可

能性が高いため、市町村は、被災者の健康状態を十分把握し、

必要に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行う。 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

同上 

（本 P281） 

 

 

 

同上 

(H27.7 P44) 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H30.6 P15) 
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７ 旅館やホテル等の活用（県総合政策局、観光･地域振興局、市

町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国      と連携し、

災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等に鑑

み、必要に応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に促す。 

８ 応急仮設住宅等の提供等（県土木部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国             

と連携し、災害の規模等に鑑みて、避難者の健全な住生活の早期確

保のために、必要に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、

国家公務員宿舎の借上げ、民間賃貸住宅及び空き家等利用可能な既

存住宅の斡旋及び活用等により、  避難所の早期解消に努める。 

９ 応急仮設住宅等の建設等（県土木部、市町村） 

県は、応急仮設住宅を建設する必要があるときは、避難者

の健全な住生活の早期確保を図るため、速やかに国     

と協議の上、建設する。また、被災者の入居に係る事務を行

い、その円滑な入居の促進に努める。なお、応急仮設住宅の

建設に必要な資機材が不足し、調達の必要がある場合には、

必要に応じて国に資機材の調達に関して要請する。 

応急仮設住宅の建設及び管理については、状況に応じ、市

町村に委任することができる。 

 第５ 広域一時滞在 

１ 広域一時滞在に係る要請（原子力規制委員会、内閣府、県総

合政策局、市町村） 

７ 旅館やホテル等の活用（県総合政策局、観光･地域振興局、市

町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国（内閣府等）と連携し、

災害の規模、被災者の避難       状況、避難の長期化等に鑑

み、必要に応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に促す。 

８ 応急仮設住宅等の提供等（県土木部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国（内閣府、国土交通省等）

と連携し、災害の規模等に鑑みて、避難者の健全な住生活の早期確

保のために、必要に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、

国家公務員宿舎の借上げ、民間賃貸住宅及び空き家等利用可能な既

存住宅の斡旋及び活用等により、指定避難所の早期解消に努める。 

(削除) 

県は、応急仮設住宅を提供する必要があるときは、避難者

の健全な住生活の早期確保を図るため、速やかに国（内閣

府）と協議の上、提供する。また、被災者の入居に係る事務

を行い、その円滑な入居の促進に努める。なお、応急仮設住

宅の提供に必要な資機材が不足し、調達の必要がある場合に

は、必要に応じて国に資機材の調達に関して要請する。 

応急仮設住宅の提供及び管理については、状況に応じ、市

町村に委任することができる。 

第５ 広域一時滞在 

１ 広域一時滞在に係る要請（原子力規制委員会、内閣府、県総

合政策局、市町村） 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P39) 

 

同上 

(H27.7 P39) 

 

 

同上 

(H30.6 P13) 

同上 

(H30.6 P13) 

 

 

 

地域防災計画

の修正 
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（１）市町村 

被災した市町村は、災害の規模、被災者の避難、収容状

況、避難の長期化に鑑み、被災市町村の区域外への広域的

な避難、及び  避難所、応急仮設住宅等への収容が必要

であると判断した場合において、県内の他の市町村への受

入れについては、当該市町村に協議し、他の都道府県の市

町村への受入れについては、県に対し当該都道府県との協

議を要請する。 

（２）県 

県は、市町村から協議要請があった場合は､他の都道府県

と協議を行う。また､市町村の行政機能が被災によって著し

く低下した場合など､被災市町村からの要請を待ついとまが

ない      ときは､市町村の要請を待たないで、広域

一時滞在のための要請を当該市町村に代わって行う。 

（３）国 

国                          

        は、県から求めがあった場合には、受入先

の候補となる地方公共団体及び当該地方公共団体における

被災住民の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域一時滞

在について助言する 。県は、市町村から求めがあった場合

は、同様の助言を行う。 

また、国                       

（１）市町村 

被災した市町村は、災害の規模、被災者の避難   状

況、避難の長期化に鑑み、被災市町村の区域外への広域的

な避難 及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供 が必要

であると判断した場合において、県内の他の市町村への受

入れについては、当該市町村に協議し、他の都道府県の市

町村への受入れについては、県に対し当該都道府県との協

議を要請する。 

（２）県 

県は、市町村から協議要請があった場合は､他の都道府県

と協議を行う。また､市町村の行政機能が被災によって著し

く低下した場合など､被災市町村からの要請を待ついとまが

ないと認められるときは､市町村の要請を待たないで、広域

一時滞在のための要請を当該市町村に代わって行う。 

（３）国 

国（内閣府及び消防庁。原子力災害対策本部等が設置され

た場合は同本部）は、県から求めがあった場合には、受入先

の候補となる地方公共団体及び当該地方公共団体における

被災住民の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域一時滞

在について助言を行う。県は、市町村から求めがあった場合

は、同様の助言を行う。 

また、国（内閣府及び消防庁。国の原子力災害対策本部 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P40) 

(H30.6 P14) 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P40) 

同上 

(H27.7 P40) 

 

 

 

 

同上 

(H27.7 P40) 
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              は、県及び市町村が、被災

により自ら広域一時滞在のための協議を行うことが不可能

な場合において、市町村の行政機能が被災によって著しく

低下した場合など、被災市町村からの要請を待ついとまが

ないときは、市町村の要請を待たないで、広域一時滞在の

協議を県及び当該市町村に代わって行うこととされてい

る。 

３ 石川県からの広域一時避難（県総合政策局、市町村） 

県は、立地県である石川県から県内市町村への広域一時避

難の要請があった場合は、石川県と県内市町村との調整を行

う。 

第６ 避難の際の住民に対するスクリーニング 及び除染の実施 

スクリーニング による汚染程度の把握は、吸入及び経口摂取

による内部被ばくの抑制及び皮膚被ばくの低減、汚染の拡大防止

のためには、不可欠であり、医療行為を円滑に行うためにも実施

しなければならない。 

県は、              避難及び一時移転の対

象となった住民等に対し、その移動先            

              において、汚染拡大防止のため

に、汚染スクリーニングを行い、基準値を超えた場合には除染 

   を行う。 

１ 体表面汚染スクリーニング  

県は、国、氷見市及びその他の市町村及び関係機関と連携し

等が設置された場合は同本部）は、県及び市町村が、被災

により自ら広域一時滞在のための協議を行うことが不可能

な場合において、市町村の行政機能が被災によって著しく

低下した場合など、被災市町村からの要請を待ついとまが

ないときは、市町村の要請を待たないで、広域一時滞在の

協議を県及び当該市町村に代わって行うこととされてい

る。 

 ３ 他県 からの広域一時避難（県総合政策局、市町村） 

県は、他       県から県内市町村への広域一時避

難の要請があった場合は、要請県と県内市町村との調整を行

う。 

第６ 避難の際の住民に対する避難退域時検査等及び除染の実施 

避難退域時検査等による汚染程度の把握は、吸入及び経口摂取

による内部被ばくの抑制及び皮膚被ばくの低減、汚染の拡大防止

のためには、不可欠であり、医療行為を円滑に行うためにも実施

しなければならない。 

県は、ＯＩＬに基づく防護措置としての避難又は一時移転の

対象となった住民等に対し、原子力災害対策重点区域の境界周

辺から指定避難所等までの場所において、避難退域時検査   

           を行い、基準値を超えた場合には簡易

除染等を行う。 

１ 避難退域時検査及び簡易除染 

県は、国、氷見市及びその他の市町村及び関係機関と連携し

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H27.8 原 P12) 

(H30.7P9) 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

同上 
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て、主として避難者を対象として、体表面汚染スクリーニング

を実施する。 

避難所等で実施される体表面汚染スクリーニングにおいて、

ＯＩＬ４を超える場合は、簡易除染（着替え、拭き取り、簡易

除染剤やシャワーの利用等）を行う。その際、吸入被ばくが懸

念される場合には鼻腔の汚染を確認するため鼻スメアを行う。

ただし、その場で除染ができない場合には帰宅後など除染がで

きる場所で速やかに除染を行うよう指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、主として避難者を対象として、ＯＩＬに基づく防護措置と

して避難又は一時移転を指示された住民等(ただし、放射性物

質が放出される前に予防的に避難した住民等を除く。)を対象

に避難退域時検査及び簡易除染を実施する。 

なお、避難退域時検査及び簡易除染は、避難や一時移転の迅

速性を損なわないよう十分留意して行う。 

また、避難退域時検査及び簡易除染によって健康リスクが高

まると判断される住民等については、体調等が悪化しないよう

に十分配慮する。 

（１）検査の方法 

自家用車やバス等の車両を利用して避難等をする住民等の

検査は、乗員の検査の代用として、まず車両の検査を行い、結

果が 40,000cpm（β線）以下でない場合には、乗員の代表者(避

難行動が同様の行動をとった集団のうちの１名)に対して検査

を行う。この代表者がＯＩＬ４以下でない場合には、乗員の全

員に対して検査を行う。携行物品の検査は、これを携行してい

る住民がＯＩＬ４以下でない場合にのみ検査を行う。 

（２）簡易除染の方法 

検査の結果、ＯＩＬ４以下でない住民、40,000cpm（β線）以

下でない車両及び携行物品には簡易除染を行う。 

簡易除染によってもＯＩＬ４以下にならない住民は除染が

行える機関で除染を行い、簡易除染によっても 40,000cpm（β

線）以下にならない車両や携行物品は検査場所で一時保管等の

 

指針の改正に

伴う修正 

(H27.8 原 P12) 
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２ 甲状腺スクリーニング 

県は、体表面汚染スクリーニングの結果や緊急時モニタリン

グの結果等を踏まえ、放射性ヨウ素による  被ばくが懸念さ

れる場合に、甲状腺スクリーニング行う。ただし、甲状腺スク

リーニング計測では正確な甲状腺被ばく線量を推定すること

ができないことに留意する。 

３ 物品のスクリーニング 

県は、物品を取扱う者の外部被ばくや内部被ばくの抑制及び

汚染拡大防止を目的として、物品のスクリーニングを実施す

る。また、物品のスクリーニングにおいてもＯＩＬ４を基準と

して用い、汚染がある場合は、簡易除染を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

措置を行う。 

内部被ばくが疑われる場合には、指定された拠点病院に搬送

する。 

また、吸入被ばくが懸念される場合には、鼻腔の汚染を確認

するための鼻スメアを行う。 

２ 甲状腺スクリーニング 

県は、避難退域時検査及び簡易除染  や緊急時モニタリン

グの結果等を踏まえ、放射性ヨウ素による内部被ばくが懸念さ

れる場合に、甲状腺スクリーニング行う。ただし、甲状腺スク

リーニング計測では正確な甲状腺被ばく線量を推定すること

ができないことに留意する。 

 (削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 (H27.8 原

P14) 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

(H27.8 原 P14) 
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除染の基準 

基準の種類 基準の概要 初期設定値 防護措置の概要 

(略) (略) (略) 避難基準       

に基づいて避難した避

難者等をスクリーニン

グして、     基

準を超える際は迅速に

除染      。 

 第８ 要配慮者への配慮 

 １ 要配慮者への配慮（県総合政策局、観光・地域振興局、厚

生部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び関係機関と協力

し、避難誘導、  避難所 での生活に関しては、要配慮者

及び一時滞在者が避難中に健康状態を悪化させないこと等に

十分配慮し、屋内退避、避難など、適時適切な防護措置を講

ずる必要がある。 

 第 12 飲食物、生活必需品等の供給 

１ 飲食物、生活必需品等の供給・分配及び調達に関する留意事

項（県厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

なお、被災地で必要とされる物資は、時間の経過とともに

変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意する。

また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等を含め

除染の基準 

基準の種類 基準の概要 初期設定値 防護措置の概要 

(略) (略) (略) 避難又は一時移転の基

準に基づいて避難等し

た避難者等に避難退域 

時検査を実施して、基

準を超える際は迅速に

簡易除染等を実施。 

  第８ 要配慮者への配慮 

 １ 要配慮者への配慮（県総合政策局、観光・地域振興局、厚

生部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び関係機関と協力

し、避難誘導、指定避難所等での生活に関しては、要配慮者

及び一時滞在者が避難中に健康状態を悪化させないこと等に

十分配慮し、屋内退避、避難など、適時適切な防護措置を講

ずる必要がある。 

第 12 飲食物、生活必需品等の供給 

１ 飲食物、生活必需品等の供給・分配及び調達に関する留意事

項（県厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

なお、被災地で求められる  物資は、時間の経過とともに

変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意する。 

また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等を含め   

 

 

指針の改正に

伴う修正

(H27.8 原 P25) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H30.6 P40) 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正  
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るなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者 のニー

ズや、男女のニーズの違い等に配慮する。 

２ 物資の調達要請（原子力規制委員会、農林水産省、県厚生部、農

林水産部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、供給すべき物資が不足し、調

達の必要がある場合には、県や国（物資関係省庁）      

              、国の原子力災害対策本部等に

対し、物資の調達を要請する。 

３ 調達等された物資の供給（県厚生部、市町村、各防災関係機

関） 

なお、氷見市及びその他の市町村における備蓄物資等が不足

するなど災害応急対策を的確に行うことが困難であると認め

るなど、その事態に照らし緊急を要し、市町村からの要請を待

ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、市町

村に対する物資を確保し輸送する。 

また、災害応急対策のため緊急の必要があると認めるとき

は、運送事業者である指定公共機関       又は指定地

方公共機関        に対し、運送すべき物資又は資材

並びに運送すべき場所又は期日を示して、当該災害応急対策の

実施に必要な物資又は資材の運送を要請する。 

なお、県は、運送事業者である指定公共機関       

又は指定地方公共機関        が正当な理由なく上記

の要請に応じないときは、災害応急対策の実施のために特に必

るなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニー 

ズや、男女のニーズの違い に配慮する。 

２ 物資の調達要請（原子力規制委員会、農林水産省、県厚生部、農

林水産部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、供給すべき物資が不足し、調

達の必要がある場合には、県や国（厚生労働省、農林水産省、

経済産業省、総務省、消防庁）、国の原子力災害対策本部等に

対し、物資の調達を要請する。 

３ 調達等された物資の供給（県厚生部、市町村、各防災関係機

関） 

なお、氷見市及びその他の市町村における備蓄物資等が不足

するなど災害応急対策を的確に行うことが困難であると認め

るなど、その事態に照らし緊急を要し、市町村からの要求を待

ついとまがないと認められるときは、要求を待たないで、市町

村に対する物資を確保し輸送する。 

また、災害応急対策のため緊急の必要があると認めるとき

は、       指定公共機関（運送事業者等）又は指定地

方公共機関（運送事業者等）に対し、運送すべき物資又は資材

並びに運送すべき場所又は期日を示して、当該災害応急対策の

実施に必要な物資又は資材の運送を要請する。 

なお、県は、        指定公共機関（運送事業者等）

又は指定地方公共機関（運送事業者等）が正当な理由なく上記

の要請に応じないときは、災害応急対策の実施のために特に必

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7P469) 

 

同上 

(H27.7 P469) 

 

 

 

 

 

同上 

(H27.7 P469) 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P37) 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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要があるときに限り、当該機関に対し、当該災害応急対策の実

施に必要な物資又は資材の運送を行うべきことを指示する。 

要があるときに限り、当該機関に対し、当該災害応急対策の実

施に必要な物資又は資材の運送を行うべきことを指示する。 

(H27.7 P37) 

第８節  緊急輸送活動 第８節 緊急輸送活動  

第２ 緊急輸送のための交通確保 

  ２ 交通規制等による交通の確保（県警察本部） 

県警察は、現地の警察官、関係機関等からの情報に加え、交

通監視カメラ、車両感知器等を活用して、        交

通状況を迅速に把握する。 

県警察は、                     緊

急輸送を確保するため、必要に応じて、一般車両の通行を禁止

するなどの交通規制を行う。また、交通規制を行うため、必要

に応じて、警備業者等との応援協定に基づき、交通誘導の実施

等を要請する。 

第２ 緊急輸送のための交通確保 

 ２ 交通規制等による交通の確保（県警察本部） 

県警察は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交

通監視カメラ、車両感知器等を活用して、通行可能な道路や交

通状況を迅速に把握する。 

県警察は、危険防止又は災害の拡大防止を図るとともに、緊

急輸送を確保するため、必要に応じて、一般車両の通行を禁止

するなどの交通規制を行う。また、交通規制を行うため、必要

に応じて、警備業者等との応援協定に基づき、交通誘導の実施

等を要請する。 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P478) 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P34) 
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第 10 節 緊急時医療活動 

第１ 原子力災害時の医療体制 

 １ 緊急被ばく医療体制（県総合政策局、厚生部） 

県は、災害警戒本部及び災害対策本部を設置した場合は、

緊急被ばく医療体制をとる。 

  ３ 緊急被ばく医療体制の構成及び業務（富山県医師会、富山県

歯科医師会、富山県薬剤師会、富山県看護協

会、         、県総合政策局、厚生部、市町村、日

本赤十字社富山県支部、関係医療機関） 

  （１）緊急被ばく医療体制の構成 

緊急被ばく医療体制を次のとおり編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 節 緊急時医療活動 

第１ 原子力災害時の医療体制 

 １ 原子力災害医療体制（県総合政策局、厚生部） 

県は、災害警戒本部及び災害対策本部を設置した場合は、

原子力災害医療体制をとる。 

  ３ 原子力災害医療体制の構成及び業務（  県医師会、  県

歯科医師会、  県薬剤師会、  県看護協会、県診療放射線

技師会、県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山県

支部、関係医療機関） 

（１）原子力災害医療体制の構成 

原子力災害医療体制を次のとおり編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

字句修正(指針) 

県診療放射線

技師会の追加 

 

 

 

字句修正(指針) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクリーニングチーム

企画調整チーム

被ばく医療チーム

救護チーム

厚生部長 厚生部長 企画調整チーム

避難退域時検査及び簡易除染チーム

被ばく医療チーム

救護チーム

原子力災害医療調整官
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（２）緊急被ばく医療体制における各チームの業務内容 

緊急被ばく医療体制における各チームの業務内容は、次

のとおりとする。 

構成 構成メンバー 業務内容 

（略） （略） （略） 

スクリーニング

チーム 

県、関係市町村、関係医

療機関等の職員により構

成する。 

チーム数は、災害の状況

による。 

避難場所 等におい

て、住民等に対する

診断、除染及び医療

措置の実施 

被ばく医療チー

ム 

被ばく医療機関     

            

      の職員によ

り構成する。 

被ばく医療機関       

              

          

  において、放射

線被ばく者に対する

医療措置の実施 

救護チーム 派遣される日赤及び富山

県医師会 JMAT 等によ

って構成する。 

チーム数は、災害の状況

による。 

避難場所 や医療機

関所在地等におい

て、一般傷病者に対

する医療措置の実施 

(注) 

１ 企画調整チームのリーダーは、医療活動状況を随時、県厚生

部長     に報告する。 

（２）原子力災害医療体制における各チームの業務内容 

原子力災害医療体制における各チームの業務内容は、次

のとおりとする。 

構成 構成メンバー 業務内容 

（略） （略） （略） 

避難退域時検査

及び簡易除染チ

ーム 

県、関係市町村、関係医

療機関等の職員により構

成する。 

チーム数は、災害の状況

による。 

指定避難所等におい

て、住民等に対する

診断、除染及び医療

措置の実施 

被ばく医療チー

ム 

原子力災害拠点病院及び

原子力災害医療協力機関

（医療機関）の職員によ

り構成する。 

原子力災害拠点病院

及び原子力災害医療

協力機関（医療機

関）において、被ば

く傷病者 に対する

医療措置の実施 

救護チーム 派遣される日赤及び富山

県医師会 JMAT 等によ

って構成する。 

チーム数は、災害の状況

による。 

指定避難所や医療機

関所在地等におい

て、一般傷病者に対

する医療措置の実施 

(注) 

１ 企画調整チームのリーダーは、医療活動状況を随時、原子力

災害医療調整官に報告する。 

指針の改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害拠

点病院、原子

力災害医療協

力機関の新設 

(指針の改正に

伴う修正) 

 

字句修正 

 

 

 

 

原子力災害医

療調整官設置 
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第２ 被ばく  医療活動の実施（原子力規制委員会、       

富山県医師会、富山県歯科医師会、富山県薬剤師会、富山県

看護協会、          県総合政策局、厚生部、市

町村、日本赤十字社富山県支部、関係医療機関） 

１ 被ばく医療活動の実施 

県は、被災地（立地県である石川県）の医療機関と協力

し、原子力災害以外の災害の発生状況等を勘案しつつ、被ば

く医療機関                     を

中心として医療活動を行う。 

２ 被ばく医療に係る医療チーム        への派遣要

請 

県は、必要に応じて、速やかに被ばく医療機関や国に   

               対し、被ばく医療に係る医

療チームの派遣を  要請する。 

３ 被ばく医療に係る医療チーム等の調整 

県は、                        

                           

   県内又は近隣都道府県からの被ばく医療に係る医療

チーム等の派遣に係る調整を行う。 

また、活動場所（被ばく医療機関  、救護所、広域搬送

拠点等）の確保を図る。 

４ 地域の基幹医療機関等への協力要請 

第２ 原子力災害医療活動の実施（原子力規制委員会、広島大学、 

  県医師会、  県歯科医師会、  県薬剤師会、  県

看護協会、県診療放射線技師会、県総合政策局、厚生部、市

町村、日本赤十字社富山県支部、関係医療機関） 

１ 原子力災害医療活動の実施 

県は、被災地（立地県である石川県）の医療機関と協力

し、原子力災害以外の災害の発生状況等を勘案しつつ、原子

力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関（医療機関）を

中心として医療活動を行う。 

２ 原子力災害医療派遣チーム及び専門派遣チームへの派遣要

請 

県は、必要に応じて、速やかに拠点となる原子力災害医療機

関又は原子力災害現地対策本部に対し、原子力災害医療派遣チ

ーム等の派遣について要請する。 

３ 原子力災害医療派遣チーム 等の調整 

県は、原子力災害医療・総合支援センターの協力の下で、

原子力災害医療調整官を通じて原子力災害現地対策本部と調

整し、県内又は近隣都道府県からの原子力災害医療派遣チー

ム   の派遣に係る調整を行う。 

また、活動場所（原子力災害医療機関、救護所、航空搬送

拠点等）の確保を図る。 

４ 地域の基幹医療機関等への協力要請 

 

記載の統一 

 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H28.2 P41) 

同上 

(本 P268) 

 

同上 

(H28.2 P41) 
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県は、必要と認められる場合は、地域の基幹医療機関 に

対し、医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の人員の派遣及

び薬剤、医療機器等の提供を要請する。 

５ 専門機関・原子力災害現地対策本部等との連携 

また、県は、原子力災害現地対策本部の医療総括責任者

（※）の指示に基づき、汚染や被ばくの可能性のある傷病者

の消防機関による搬送、医療機関による受入れを支援する。 

※ 医療総括責任者 

原子力災害対策指針においては、国、地方公共団体、医

療機関等の間の情報交換、連携を円滑に実施するための調

整を行う原子力災害現地対策本部医療班の者とされてい

る。 

医療総括責任者は、災害時には、被ばく医療関係者の支

援を受けつつ、多数の傷病者の搬送先の指示等の対応に当

たる責務を担う。 

６ 高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送 

県は、自ら必要と認める場合又は氷見市及びその他の市町

村から被ばく者            の国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構、広島大学、高度な被ばく医療

に対応可能な医療機関等への搬送について要請があった場合

は、 消防庁 に対し搬送手段の優先的確保などを要請す

る。 

 

県は、必要と認められる場合は、地域の基幹医療機関等に

対し、医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の人員の派遣及

び薬剤、医療機器等の提供を要請する。 

５ 専門機関・原子力災害現地対策本部等との連携 

また、県は、原子力災害現地対策本部と連携し         

          、汚染や被ばくの可能性のある傷病者

の消防機関による搬送、医療機関による受入れを支援する。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

６ 高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送 

県は、自ら必要と認める場合又は氷見市及びその他の市町

村から汚染・被ばく患者や被ばく傷病者等の国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構、広島大学、高度な被ばく医療

に対応可能な医療機関等への搬送について要請があった場合

は、国（消防庁）に対し搬送手段の優先的確保などを要請す

る。 

 

文言修正 

 

 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(本 P284) 
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旧 新 備考 

図 緊急医療措置の系統 

 

 

 

図 緊急医療措置の系統 

 

指針の改正に

伴う修正 

 

※緊急被ばく医療体制については、今後、国において救急・災害医療機関との連携を含めて名
　称や役割を整理し、緊急被ばく医療のあり方を示す予定であり、県はこれを踏まえて被ばく
　医療体制を検討・構築する

ニングポイント）

救 護 チ ー ム

一般医療

（医療機関所在地。

避難所）

住 民 等

診断(スクリーニング)

スクリーニングチーム

県災害対策本部 被ばく医療チーム県災害対策本部

二次被ばく医療機関

厚 生 部 長
被ばく医療チーム

オフサイトセンター

合同対策協議会医療班

〔緊急被ばく医療体制〕〔緊急被ばく医療体制〕

企画調整チーム

（避難所・スクリー

放射線医学総合研究所

広 島 大 学

(三次被ばく医療機関所在地)

初期被ばく医療機関

連絡

連絡

連絡

連絡

搬送

搬送

報告

指示

搬送

搬送

搬送

(削除)

オフサイトセンター (国研)量子科学技術研究開発機構

合同対策協議会医療班 広 島 大 学

高度被ばく医療支援センター
原子力災害医療総合支援センター

県災害対策本部 原子力災害医療チーム

原子力災害拠点病院
〔原子力災害医療体制〕

厚 生 部 長
原子力災害医療チーム

原子力災害医療協力機関

原子力災害医療調整官

避難退域時検査
及び簡易除染チーム

救 護 チ ー ム

企画調整チーム

住 民 等

診断(避難退域時検査
及び簡易除染)
・避難退域時検査場所
・指定避難所

一般医療

・医療機関所在地

・指定避難所

連絡

連絡

連絡

連絡

搬送

搬送

報告

指示

搬送

搬送

搬送
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旧 新 備考 

第 11 節 住民等への的確な情報伝達活動 

 第１ 住民等への情報伝達手段 

 ３ 情報提供にあたっての配慮（県経営管理部、関係部局、

各防災関係機関） 

県は、役割に応じて周辺住民のニーズを十分把握し、原子

力災害の状況（発電所の事故の状況、モニタリングの結果や

参考としての気象情報等）、農林畜水産物の放射性物質調査

の結果及び出荷制限等の状況、県が講じている施策に関する

情報、交通規制、避難経路や  避難所等周辺住民に役立つ

正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。なお、その

際、心のケア（メンタルヘルス）並びに要配慮者、一時滞在

者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住

宅への避難者、所在を確認できる広域避難者等       

     に配慮した伝達を行う。 

５ 多様な情報手段の活用（県経営管理部、市町村、各報道機

関、電気通信事業者、各防災関係機関） 

なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様

であることに鑑み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮

する。特に、避難場所 にいる被災者は情報を得る手段が限

られていることから、被災者生活支援に関する情報について

は紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされ

るよう努める。 

６ 避難状況（避難場所 及び連絡先）の把握（県経営管理

部、市町村） 

第 11 節 住民等への的確な情報伝達活動 

第１ 住民等への情報伝達手段 

３ 情報提供にあたっての配慮（県経営管理部、関係部局、各

防災関係機関） 

県は、役割に応じて周辺住民のニーズを十分把握し、原子

力災害の状況（発電所の事故の状況、モニタリングの結果や

参考としての気象情報等）、農林畜水産物の放射性物質調査

の結果及び出荷制限等の状況、県が講じている施策に関する

情報、交通規制、避難経路や指定避難所等周辺住民に役立つ

正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。なお、その

際、心のケア（メンタルヘルス）並びに要配慮者、一時滞在

者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住

宅への避難者、所在を確認できる広域避難者、在日外国人、

訪日外国人に配慮した伝達を行う。 

５ 多様な情報手段の活用（県経営管理部、市町村、各報道機

関、電気通信事業者、各防災関係機関） 

なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様

であることに鑑み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮

する。特に、避難所  にいる被災者は情報を得る手段が限

られていることから、被災者生活支援に関する情報について

は紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされ

るよう努める。 

６ 避難状況（避難所  及び連絡先）の把握（県経営管理

部、市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正  

(H30.6P41) 

同上 

(H29.4P17) 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

第 12 節 自発的支援の受入れ等 第 12 節 自発的支援の受入れ等  

大規模な災害発生が報道されると、国内・国外から多くの善意

の支援申し入れが寄せられるが、県及び国、      関係団

体は、適切に対応する。 

第１ ボランティアの受入れ等（県生活環境文化部、市町村） 

県、国      、氷見市、その他の市町村及び関係団体

は、相互に協力し、ボランティアに対する被災地のニーズの把

握に努めるとともに、ボランティアの受付、調整等その受入れ

体制を確保するよう努める。ボランティアの受入れに際して

は、被ばくに留意し、高齢者介護や外国人との会話力等 ボラ

ンティアの技能 が効果的に活かされるよう配慮するととも

に、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供するなど、ボ

ランティアの活動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。 

大規模な災害発生が報道されると、国内・国外から多くの善意

の支援申し入れが寄せられるが、県、国（内閣府等）及び関係団

体は、適切に対応する。 

第１ ボランティアの受入れ等（県生活環境文化部、市町村） 

県、国（内閣府等）、氷見市、その他の市町村及び関係団体

は、相互に協力し、ボランティアに対する被災地のニーズの把

握に努めるとともに、ボランティアの受付、調整等その受入れ

体制を確保するよう努める。ボランティアの受入れに際して

は、老人         介護や外国人との会話力等のボラ

ンティアの技能等が効果的に活かされるよう配慮するととも

に、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供するなど、ボ

ランティアの活動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P45､

P471) 

同上 

(H27.7 P45､

P471) 
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県地域防災計画（原子力災害編）改定案（第４章）  新旧対照表 

旧 新 備考 

第４章 原子力災害中長期対策 第４章 原子力災害中長期対策  

第８節 被災者等の生活再建等の支援（北陸労働金庫、独立行政法人 

住宅金融支援機構、県厚生部、商工労働部、農林水産部、県社会福

祉協議会、市町村） 

第１ 被災者の生活再建等に向けた支援 

   県は、国            、氷見市及びその他の市町村

と連携し、被災者の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等

の支給やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就

労の回復による生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、

心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援に努める。 

第８節 被災者等の生活再建等の支援（北陸労働金庫、独立行政法人

住宅金融支援機構、県厚生部、商工労働部、農林水産部、県社会福

祉協議会、市町村） 

第１ 被災者の生活再建等に向けた支援 

   県は、国（内閣府、厚生労働省等）、氷見市及びその他の市町村

と連携し、被災者の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等

の支給やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就

労の回復による生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、

心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援に努める。 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H27.7 

P47) 

第 10 節  被災中小企業等に対する支援 第 10 節  被災中小企業等に対する支援  

県は、国、氷見市及びその他の市町村と連携し、必要に応じ災

害復旧高度化資金貸付、小規模企業設備導入資金貸付等により、

設備復旧資金、運転資金の貸付を行う。 

また、被災中小企業等に対する援助、助成措置について広く被

災者に広報するとともに、相談窓口を設置する。 

県は、国、氷見市及びその他の市町村と連携し、必要に応じ災

害復旧高度化資金貸付              等により、

設備復旧資金、運転資金の貸付を行う。 

また、被災中小企業等に対する援助、助成措置について広く被

災者に広報するとともに、相談窓口を設置する。 

 

文言削除 

第 11 節  心身の健康相談体制の整備（県厚生部、市町村） 第 11 節  心身の健康相談体制の整備（県厚生部、市町村）  

県は、国からの放射性物質による汚染状況調査や、原子力災害対

策指針に基づき、国                    、

氷見市及びその他の市町村とともに、住民等に対する心身の健康相

談及び健康調査を行うための体制を整備する。 

県は、国からの放射性物質による汚染状況調査や、原子力災害対

策指針に基づき、国（環境省、原子力規制委員会、厚生労働省）、

氷見市及びその他の市町村とともに、住民等に対する心身の健康相

談及び健康調査を行うための体制を整備する。 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P473) 
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旧 新 備考 

第 12 節  物価の監視（県生活環境文化部） 第 12 節  物価の監視（県生活環境文化部）  

県は、国             と連携し、生活必需品 

の物価の監視を行うとともに、速やかにその結果を公表する。 

県は、国（経済産業省、農林水産省）と連携し、生活必需品等

の物価の監視を行うとともに、速やかにその結果を公表する。 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(本 P276) 
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県地域防災計画（原子力災害編）改定案（第５章）  新旧対照表 

旧 新 備考 

第５章 複合災害対策 第５章 複合災害対策  

第２節 災害事前対策 第２節 災害事前対策  

 第３ 避難収容活動体制の整備（県総合政策局、市町村） 

また、  避難所においては、電力、ガス、通信等のライフ

ラインが途絶した場合に備え、非常用電源、LP ガス、衛星携帯

電話等の設備を備えるよう努めるものとする。 

第５ 物資の調達、供給活動（再掲） 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生部、

出納局、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び原子力事業者と

連携し、大規模な原子力災害が発生した場合の被害を想定

し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、

必要とされる食料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調

達・輸送体制を整備し、それらの供給のための計画を定めて

おく。また、備蓄を行うに当たって、大規模な地震が発生し

た場合や、冬季には、物資の調達や輸送が平時のようには実

施できないという認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄

するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難場所  の

位置を勘案した分散備蓄を行う等の観点に対しても配慮する

とともに、備蓄拠点を設けるなど、体制の整備に努める。 

２ 物資の要請体制・調達体制・輸送体制の整備（農林水産省、

県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

 第３ 避難の受入れ体制の整備（県総合政策局、市町村） 

 また、指定避難所においては、電力、ガス、通信等のライフ

ラインが途絶した場合に備え、非常用電源、LP ガス、衛星携帯

電話等の設備を備えるよう努めるものとする。 

第５ 物資の調達、供給活動（再掲） 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生部、

出納局、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び原子力事業者と

連携し、大規模な原子力災害が発生した場合の被害を想定

し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、

必要とされる食料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調

達・輸送体制を整備し、それらの供給のための計画を定めて

おく。また、備蓄を行うに当たって、大規模な地震が発生し

た場合や、冬季には、物資の調達や輸送が平時のようには実

施できないという認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄

するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は指定避難所 の

位置を勘案した分散備蓄を行う等の観点に対しても配慮する

とともに、備蓄拠点を設けるなど、体制の整備に努める。 

２ 物資の要請体制・調達体制・輸送体制の整備（農林水産省、

県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H30.6 

P12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

国                           

    は、大規模な災害が発生し、通信手段の途絶や行政機

能の麻ひ等により、被災地方公共団体からの要請が滞る場合等

に対応するため、発災直後から一定期間は、要請を待たずに避

難場所 ごとの避難者数等に応じて食料等の物資を調達し、被

災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するものとされてい

る。 

第６ 住民等への的確な情報伝達体制の整備（再掲） 

  ２ 多様なメディアの活用体制の整備（県経営管理部、市町

村、各報道機関、電気通信事業者） 

県、氷見市及びその他の市町村は、放送事業者、新聞社等

の報道機関の協力の下、コミュニティ放送局、ホームペー

ジ、ソーシャルメディア等のインターネット、広報用電光掲

示板、有線放送、ＣＡＴＶ   、携帯情報端末の緊急速報

メール機能、ワンセグ放送、Ｌアラート（災害情報共有シス

テム）等の多様なメディアの活用体制の整備に努める。な

お、広報の担当者は広報技術を習得した者が対応するよう努

め、日頃から、より高度な広報技術の習得に努める。 

第７ 行政機関の退避計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

（再掲）（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、災害発生時の災害応急対

策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必

要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための

国（農林水産省、厚生労働省、経済産業省、消防庁、国土交

通省等）は、大規模な災害が発生し、通信手段の途絶や行政

機能の麻ひ等により、被災地方公共団体からの要請が滞る場

合等に対応するため、発災直後から一定期間は、要請を待た

ずに指定避難所ごとの避難者数等に応じて食料等の物資を調

達し、被災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するものと

されている。 

第６ 住民等への的確な情報伝達体制の整備（再掲） 

   ２ 多様なメディアの活用体制の整備（県経営管理部、市町

村、各報道機関、電気通信事業者） 

県、氷見市及びその他の市町村は、放送事業者、新聞社等

の報道機関の協力の下、コミュニティ放送局、ホームペー

ジ、ソーシャルメディア等のインターネット、広報用電光掲

示板、有線放送、ケーブルテレビ、携帯情報端末の緊急速報

メール機能、ワンセグ放送、Ｌアラート（災害情報共有シス

テム）等の多様なメディアの活用体制の整備に努める。な

お、広報の担当者は広報技術を習得した者が対応するよう努

め、日頃から、より高度な広報技術の習得に努める。 

第７ 行政機関の退避計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

（再掲）（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、災害発生時の災害応急対

策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必

要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 (H27.7 P19) 

 

同上 
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事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることか

ら、庁舎の所在地が避難のための立ち退きの勧告又は指示を受

けた地域に含まれた場合の避難先をあらかじめ定めておくとと

もに、業務継続計画（BCP）の策定等により、業務継続性の確

保を図る。また、実効性ある業務継続体制を確保するため、  

                    必要な資源の継続

的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じ

た経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評

価・検証等を踏まえた改定等を行う。 

事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る必要があることか

ら、庁舎の所在地が避難のための立ち退きの勧告又は指示を受

けた地域に含まれた場合の避難先をあらかじめ定めておくとと

もに、業務継続計画（BCP）の策定等により、業務継続性の確

保を図る。また、実効性ある業務継続体制を確保するため、地

域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、必要な資源の継続

的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じ

た経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評

価・検証等を踏まえた改定等を行う。 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 (H28.2 

P3) 

第３節  災害応急対策 第３節  災害応急対策  

 第１ 情報の収集・連絡（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

   県は、複合災害時においては、国             

               、氷見市、その他の市町村、

防災関係機関と連携して、専用回線、衛星回線、防災行政

無線、ヘリコプターテレビ電送システム、高所監視カメラ

画像伝送システム等可能な限り多様な方法を活用して、ラ

イフラインや道路、避難施設等の被災状況等の必要な情報

を収集し、早急かつ的確に把握する。 

第４ 屋内退避、避難収容  等の防護活動 

 ２ 避難経路・避難場所の確保及び情報提供（道路管理者、県総

合政策局、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、上記第１で情報収集した

大規模自然災害や降積雪等による道路や避難場所等の被災状

 第１ 情報の収集・連絡（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

   県は、複合災害時においては、国（内閣府、警察庁、消防

庁、国土交通省、海上保安庁等）、氷見市、その他の市町村、

防災関係機関と連携して、専用回線、衛星回線、防災行政無

線、ヘリコプターテレビ電送システム、高所監視カメラ画像伝

送システム等可能な限り多様な方法を活用して、ライフライン

や道路、避難施設等の被災状況等の必要な情報を収集し、早急

かつ的確に把握する。 

第４ 屋内退避、避難の受入れ等の防護活動 

２ 避難経路・避難所 の確保及び情報提供（道路管理者、県総

合政策局、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、上記第１で情報収集した

大規模自然災害や降積雪等による道路や避難所 等の被災状

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

(H27.7 P9) 

 

 

 

字句修正 

(防災基本計画) 

(H27.7 P11) 
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況を確認できる場合は、代替となる避難経路及び避難場所等の

確保を図る。 

また、県は、広域避難に当たっては、市町村や関係機関等か

ら収集した避難経路及び避難場所 等の情報を勘案し、代替と

なる避難経路及び避難場所 について、市町村に示す。 

なお、氷見市及びその他の市町村は、大規模自然災害や雪害

による家屋の倒壊等の危険性が想定されるときは、避難誘導に

あたり十分留意する。 

３ 避難場所の運営（県総合政策局、市町村） 

県は、避難場所の被災により広域避難が必要となった場合、市

町村の区域を越えた対応を行う。 

また、受入れ市町村は、避難場所における混乱を避け、指示

の徹底を図るため、大規模自然災害等の避難場所と原子力災害

の避難場所は、可能な限り別々に設置する。 

第６ 緊急時医療活動 

２ スクリーニング等の実施（県総合政策局、厚生部、市町

村、関係医療機関） 

県は、複合災害時における避難所でのスクリーニング等

の実施に当たっては、十分に配慮するものとする。 

※緊急被ばく医療設備、資機材等の詳細、複合災害におけ

る大規模な放射線による被害が発生した場合の関係医療

機関の連携、緊急被ばく医療部門と災害医療部門との協

況を確認できる場合は、代替となる避難経路及び避難所 等の

確保を図る。 

また、県は、広域避難に当たっては、市町村や関係機関等か

ら収集した避難経路及び避難所  等の情報を勘案し、代替と

なる避難経路及び避難所  について、市町村に示す。 

なお、氷見市及びその他の市町村は、大規模自然災害や雪害

による家屋の倒壊等の危険性が想定されるときは、避難誘導に

あたり十分留意する。 

３ 避難所 の運営（県総合政策局、市町村） 

県は、避難所 の被災により広域避難が必要となった場合、

市町村の区域を越えた対応を行う。 

また、受入れ市町村は、避難所 における混乱を避け、指示

の徹底を図るため、大規模自然災害等の避難所 と原子力災害

の避難所は、可能な限り別々に設置する。 

第６ 緊急時医療活動 

２ 避難退域時検査等の実施（県総合政策局、厚生部、市町

村、関係医療機関） 

県は、複合災害時における避難所での避難退域時検査等

の実施に当たっては、十分に配慮するものとする。 

（削除） 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

字句修正(指針) 
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指針の改正に

伴う修正 
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力関係については、今後、国が示す予定の原子力災害対

策指針を踏まえて、そのあり方を検討 

 


